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最良執行方針 
 
この最良執行方針は、金融商品取引法第 40 条の 2 第 1 項の
規定に従い、お客様にとって最良の取引の条件で執行するた
めの当社の方針及び方法等を定めたものです。当社は、お客
様から下記に定める有価証券の注文を受託した際は、下記の
方法等に従い、お客様にとって最良の取引の条件で執行する
ことに努めます。 
 

１. 対象となる有価証券 
(1) 国内の金融商品取引所市場（以下「取引所市場」といい

ます。）に上場されている株券、新株予約権付社債券その

他の有価証券で金融商品取引法施行令第16条の6に規定

される「上場株券等」 

(2) 金融商品取引法第 67 条の 18 第 4 号に規定される「取扱

有価証券」 
 

２. 最良の取引の条件で執行するための方法 
(1) 上場株券等 

①注文の執行方法 
お客様からいただいた上場株券等に係る委託注文は速やかに
国内の取引所市場に取次ぐことといたします。取引所市場の売
買立会時間外に受注した委託注文についても同様に、取引所市
場における売買立会が再開された後に取引所市場に取次ぐこ
とといたします。これにより、お客様の注文は当該市場の立会
売買により執行されることとなります。 
ただし、お客様が上記以外の方法（当社が応じることのでき
る方法に限ります。）を希望される場合（ＰＴＳ（私設取引
システム）、取引所外取引、取引所市場の立会外取引又は当社
との間での相対取引をご希望される場合等）には、お客様と合
意した方法及び条件によりお客様の注文を執行することとい
たします。 

②委託注文を執行する取引所市場 
a. 上場している取引所市場が１箇所（単独上場）であ

る銘柄は、当該取引所市場へ取次ぎます。 
b. 複数の取引所市場に重複上場されている銘柄は、以

下の方法により定める取引所市場（以下「最良執行
市場」といいます。）へ取次ぎます。ただし、お客様
が特定の取引所市場において執行を希望される場合
は、それに従います。 

 ㈠ 株式会社 QUICK の情報端末（当社の本支店でご
覧いただけます。）において証券コード（市場を指定
しないコード）を入力して検索した際に最初に価格
情報が表示される取引所市場に取次ぎます。当該市
場は、同社所定の計算方法により一定期間の売買高
を勘案して決定された市場です。 

 ㈡ ㈠の場合であってもその銘柄が整理ポスト（整
理銘柄という場合があります。）にある場合や、株式
会社 QUICK がデータを提供できない場合は、東京、
大阪（ヘラクレス除く）、名古屋、ジャスダック、ヘ
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ラクレス、福岡、札幌の順で取引所市場を決定しま
す。 

(2) 取扱有価証券（グリーンシート銘柄及びフェニックス銘

柄） 
当社では、基本的に取扱有価証券の注文は、お受けしてお
りません。 
ただし、お客様からの申し出により注文をいただいた場合
には、当該注文を当該銘柄の投資勧誘を行っている金融商
品取引業者（以下「取扱証券会社」といいます。）に取次ぎ
ます。 
当該銘柄の取扱証券会社が１社である場合には当該取扱証
券会社へ、複数ある場合には、取次ぎを行おうとする時点
の直近において当該各取扱証券会社が提示している気配の
うち、お客様にとって最も有利と考えられる気配を提示し
ている取扱証券会社にお客様と合意した方法で取次ぎます。 
ただし、お客様が上記以外の方法を希望される場合には、
お客様と合意した方法及び条件によりお客様の注文を執行
することといたします。 
なお、銘柄によっては、注文をお受けできない場合もござい
ます。 
 

３. ２.に掲げる方法を選択する理由 
(1) 上場株券等 
上場株券等につきましては、取引の透明性、公正性の確保の
観点から、お客様の注文の執行の場として取引所市場（立会
取引）が最も適切であると考えるからです。即ち、取引所市
場はその公共性の高さから多くの投資家の需要が集中し、流
動性、約定可能性、取引のスピード・公正性等に優れており、
お客様にとって最も合理的であると判断されるからです。 
また、複数の取引所市場に上場されている場合には、その中
で最も流動性の高い取引所市場において執行することが、お
客様にとって最も合理的であると判断されるからです。 
しかしながら、例えばその注文数量との対比において、約定
成立のスピードを重視する等、お客様の個別取引に係る固有
のニーズを勘案すると、取引所市場（立会取引）より他の方
法による執行の方が合理的であると考えられる場合がござ
います。そのような場合には、お客様の合意の下に他の方法、
条件による執行を選択することもございます。 

(2) 取扱有価証券（グリーンシート銘柄及びフェニックス銘

柄） 
お客様からいただいた注文を、注文が集まる傾向がある取扱
証券会社に取次ぐことは、より多くの約定機会を確保するこ
ととなり、お客様の売買注文の実現（約定）可能性が高まる
と判断されるからです。 

４. その他 
(1) 次に掲げる取引については、２.に掲げる方法によらず、

各々次に掲げる方法をもって、執行いたします。 

①お客様から執行方法に関するご指示（取引所市場、取引

時間帯、注文の一括執行等）が付される取引 
・お客様と当社との間で合意した執行方法（指定外の部分は
最良執行方針に準ずる。） 



 
 
 

― 4 ― 
 

②投資一任契約等に基づく取引 
・契約等においてお客様あるいはお客様が指定する第三者か
ら委任された範囲内において当社が選定する方法 
③株式累積投資や株式ミニ投資等、取引約款等において執

行方法を特定している取引 
・約款等で特定された当該執行方法 
④単元未満株式の取引（発行会社への買取請求及び買増請

求を除く。） 
・単元未満株式を取り扱っている金融商品取引業者に取次
ぐ方法 
⑤信用取引の反対売買（決済）の執行に係る取引 
・建て玉を行った市場と同一の市場で反対売買（決済）をお
こなう方法（上場廃止等やむを得ない場合を除く。） 
⑥最良執行対象銘柄が外国金融商品市場に重複上場してい

る場合の売買執行に係る取引 
・お客様と当社との間で合意した執行方法 

(2) 当社が最良執行を行う市場は受注時の最良執行市場とな

ります。従いまして、受注時と執行時の最良執行市場が

異なる場合がございますことをご了承ください。 

(3) システム障害等により、やむを得ず、最良執行方針に基

づいて選択する方法とは異なる方法により執行する場合

がございます。その場合でも、その時点で最良の条件で

執行するよう努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
な お 、 本 方 針 の 内 容 は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.nikko.co.jp）にて掲載するほか、当社の本支
店にお問い合わせいただいたお客様にはその内容をお伝え
いたします。 
 

平成 21年 10月１日 
以上 

最良執行義務は、価格のみならず、例えば、コスト、ス
ピード、執行可能性等さまざまな要素を総合的に勘案し
て執行する義務となります。従って、価格のみに着目し
て事後的に最良でなかったとしても、それのみをもって
最良執行義務の違反には必ずしもなりません。
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金融商品取引法施行に伴う 
特定投資家制度に係る重要なお知らせ 
 
お客様 各位 

日興コーディアル証券株式会社 

 
2007年 9月 30日に証券取引法を改正した「金融商品取引法」
が施行され、同法により特定投資家制度が創設されました。 
本制度は、投資者保護を前提としつつ資本市場への資金供給
の円滑化を図るという趣旨により、投資家の皆様を、その知
識・経験・財産の状況に応じ「特定投資家」と特定投資家以
外の「一般投資家」に区分し、それぞれに異なる行為規制（弊
社側の行為についての規制）を適用するものです。 
「一般投資家」のお客様は、従来の証券取引法より強化され
た投資者保護を受けることになります。一方で、「特定投資
家」のお客様の場合は、投資判断に影響するものなど一部の
投資者保護に関する行為規制が除外されますが、柔軟な取引
を望むニーズに対応できるようになっております。なお、虚
偽告知の禁止・損失補てん等の禁止などの市場の公正確保を
目的とする行為規制は、「特定投資家」のお客様とのお取引
にも適用されます。 
 
1. 法令上、特定投資家として分類されるお客様について 
①適格機関投資家、国、日本銀行 
②資本金５億円以上であると見込まれる株式会社、上場会
社、地方公共団体、特別の法律により特別の設立行為を
もって設立される法人（特殊法人および独立行政法人）、
投資者保護基金、預金保険機構、農水産業共同組合貯金
保険機構、保険契約者保護機構、資産流動化法に規定す
る特定目的会社、金融商品取引業者（適格機関投資家を
除く）、適格機関投資家等特例業務届出者である法人、
外国法人 

2. 一般投資家への移行制度について 
法令上の特定投資家のうち上記１②に該当するお客様が、
柔軟な取引よりも投資者保護を重視される場合には、金融
商品取引法第 34 条の 2 第 1 項の規定により、弊社にお申
出いただくことで一般投資家に移行し、一般投資家として
の保護を受けることができます。お申出された場合、法令
で認められる特別な理由がない限り、弊社はお申出を承諾
いたします。 
また、移行する対象契約については、「有価証券取引契約」
「デリバティブ取引契約」「投資顧問契約」「投資一任契約」
の種類ごとに指定することができます。 

3. 弊社における一般投資家への移行手続きについて 
上記 1②に該当し、一般投資家への移行を希望されるお客
様は、弊社お取扱い部店・担当者にお申出ください。なお、
この移行の取扱いは業者ごとになりますので、他社でお申
出されていても、弊社には別にお申出いただく必要がある
点にご注意ください。 
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一般投資家として扱われる期間は、弊社がお申出を承諾し
た日の属する月から起算して 12 ヶ月目の月末まで（たと
えば、10 月 1 日に弊社がお申出を承諾した場合には、翌
年 9 月 30 日まで）となります。期間後も引き続き一般投
資家としての取扱いの継続を希望される場合は、期限の都
度、あらためてお申出が必要になります（法律上、自動更
新はできません）。期限日前に弊社からご案内を申し上げ
ます。 

4. 株式会社のお客様へ（資本金変動時のご連絡のお願い） 
現在、資本金5億円未満の株式会社のお客様につきまして
は、将来、資本金異動により5億円以上になった場合には、
特段のお申出がない限り、特定投資家として扱われること
になります。 
また、現在、資本金5億円以上の株式会社で特定投資家に
該当するお客様が、将来、減資により資本金が5億円未満
となった場合には、一般投資家として扱われることになり
ます（適格機関投資家、特殊法人、上場会社、金融商品取
引業者および適格機関投資家等特例業務届出者に該当す
るお客様は除きます。） 
資本金の変動の際には、弊社お取扱い部店・担当者までご
連絡くださいますようお願い申し上げます。 

 
以上につきまして、ご不明な点等がございましたら、弊社お
取扱い部店・担当者にお問合せください。 
 

平成 19年 9月 30日制定 
以上 
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個人情報の保護に関する基本方針 
 
1. はじめに 
日興コーディアル証券株式会社（以下、当社といいます）は、
個人情報の保護に関する基本方針（以下、基本方針といいま
す）を公表します。 

2. 関係法令等の遵守 
当社は、お客様との絆、社会のみなさまとの絆を大切にする
証券会社として、みなさまの個人情報を大切に保護します。 
当社は、みなさまの個人情報を大切に保護することが企業活
動を行う当社に課せられた社会的責務であることを深く自
覚し、個人情報の保護に関する法律をはじめとする関係法令
等およびこの基本方針をすべての従業者が遵守すること、全
社をあげて個人情報の適切な取扱いに務めることを宣言し
ます。 

3. 個人情報の利用目的 
当社は、以下に掲げる事業内容において、以下に掲げる利用
目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を取り扱うこと
とし、この利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を
取り扱いません。また、当社は、合理的と認められる範囲を
超えて個人情報の利用目的を変更しません。 

（事業内容） 

(1) 金融商品取引業（有価証券の売買、有価証券の売買の取

次ぎ、店頭デリバティブ取引、有価証券の募集または売

出し等に係る業務）およびこれに付随する業務 

(2) 保険募集業務、貸金業等、法律により金融商品取引業者

が営むことができる業務 

(3) その他金融商品取引業者が営むことができる業務および

これらに付随する業務（今後取扱いが認められる業務を

含む） 

（利用目的） 

(1) 金融商品取引法に基づく金融商品（本項において保険商

品を含みます）の勧誘・販売・売買、サービスの案内・

提供を行うため 

(2) 当社または関連会社、提携会社の金融商品その他の商品

の勧誘・販売・売買、サービスの案内・提供を行うため 

(3) お客様の有価証券・金銭の受渡・決済・管理、お客様の

取引の管理、お客様の口座の管理等を行うため 

(4) 金融商品の配当金・分配金・利金・償還金等ならびに保

険金・給付金・年金等の支払および取扱いを行うため 

(5) 適合性の原則等に照らした金融商品の勧誘・販売・売買、

サービスの案内・提供の妥当性を判断するため 

(6) お客様ご本人であることまたはご本人の代理人であるこ

とを確認するため 

(7) お客様に対し、取引結果、預り残高、運用等の報告およ

び確認を行うため 

(8) お客様との取引に関する事務を行うため 

(9) 市場調査・お客様満足度調査、データ分析およびアンケー
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トの実施等による金融商品・サービスの研究・開発を行

うため 

(10)他の事業者等から業務を委託されたとき、または個人情

報の取扱いの全部または一部を委託されたとき等におい

て、委託された業務を適切に遂行するため 

(11)その他、お客様との取引を適切かつ円滑に履行するため 

(12)個人情報の取扱いに関するお問い合わせ等に対応するた

め 

(13)当社の経営管理・内部管理を行うため 
なお、当社は、金融商品取引業等に関する内閣府令等に基づ
き、個人のお客様に関する人種、信条、門地、本籍地、保健
医療または犯罪経歴についての情報その他業務上知り得た
公表されていない特別の情報を、適切な業務の運営の確保そ
の他必要と認められる目的以外の目的のために利用しませ
ん。 

4. 個人データの共同利用 
当社は、以下のように個人データを共同して利用することが
あります。 

4-1 当社グループ内における共同利用 

(1) 共同して利用される個人データの項目 

・氏名、住所、生年月日、職業等、お客様に関する情報 

・取引内容、預り残高等、お客様の取引に関する情報 

・お客様の資産運用等のニーズに関する情報 

(2) 共同して利用する者の範囲 

当社ならびに当社の子会社および関連会社（「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の定義によ

る。個別の社名は、当社のホームページに開示いたします。

以下、当社ならびに当社の子会社および関連会社を総称し

て当社グループといいます） 

(3) 利用する者の利用目的 

・当社グループが協働することで、お客様の資産運用等の

ニーズに即した最良・最適な商品・サービスを総合的に研

究・開発・案内・提供するため 

・当社グループの経営管理・内部管理を行うため 

(4) 共同利用する個人データの管理について責任を有する者

の名称 

日興コーディアル証券株式会社 

4-2 シティグループ証券株式会社との共同利用 

(1) 共同して利用される個人データの項目 

・氏名、住所、生年月日、職業等、お客様に関する情報 

(2) 共同して利用する者の範囲 

・当社およびシティグループ証券株式会社 

(3) 利用する者の利用目的 

・当社とシティグループ証券株式会社が契約に基づき協働
することで、法人等のお客様の資産運用等のニーズに即し
た最良・最適な商品・サービスを総合的に案内・提供する
ため 
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・当社の経営管理・内部管理を行うため 

(4) 共同して利用する個人データの管理について責任を有す
る者の名称 

 日興コーディアル証券株式会社 

5. 機微(センシティブ)情報について 
当社は、政治的見解、信教（宗教、思想および信条をいいま
す）、労働組合への加盟、人種および民族、門地および本籍
地、保健医療および性生活、ならびに犯罪歴に関する情報（以
下、機微（センシティブ）情報といいます）については、以
下に掲げる場合を除くほか、取得、利用または第三者提供を
行わないこととします。また、以下に掲げる事由により取得、
利用または第三者提供するときには、各事由を逸脱した取得、
利用または第三者提供を行うことのないよう、特に慎重に取
り扱うこととします。 

(1) 法令等に基づく場合 

(2) 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場

合 

(3) 公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のため特

に必要がある場合 

(4) 国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた

者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する

必要がある場合 

(5) 源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗

教等の団体もしくは労働組合への所属もしくは加盟に関

する従業員等の機微（センシティブ）情報を取得、利用

または第三者提供する場合 

(6) 相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りに

おいて機微（センシティブ）情報を取得、利用または第

三者提供する場合 

(7) 金融商品取引業その他金融分野の事業の適切な業務運営

を確保する必要性から、ご本人の同意に基づき業務遂行

上必要な範囲で機微（センシティブ）情報を取得、利用

または第三者提供する場合 

(8) 機微（センシティブ）情報に該当する生体認証情報をご

本人の同意に基づき、ご本人確認に用いる場合 

6. 個人情報の適正な取得 
(1) 当社は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得し

ません。 

(2) 当社は、第三者から個人情報を取得するに際しては、ご

本人の利益を不当に侵害しません。また、個人情報の不

正取得等の不正な行為を行っている第三者から、その情

報が漏えいされた個人情報であること等を知った上で情

報を取得しません。 

(3) 当社は、以下の方法によりお客様の個人情報を取得する

ことがあります。 

・データベースサービス事業者等の第三者から個人情報を

取得する 

・音声の録音、画像の録画、電子メールの受信等により取

得する 
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・官報、新聞、雑誌、インターネット等に掲載された情報

から取得する 

(4) 当社が求める個人情報をご提供いただけないときは、当

社のサービスの全部または一部をご利用いただけないこ

とがあります。 

7. 個人情報を取得する際の利用目的の通知・公表・明示 
当社は、個人情報の利用目的を、ホームページ上に掲載し、
また全国の支店の窓口に掲示・備え置く等の方法で公表しま
す。 
当社は、個人情報を取得したときは、あらかじめその利用目
的を公表しているときを除き、速やかにその利用目的をご本
人に通知しまたは公表します。 
当社は、ご本人から直接書面に記載されたご本人の個人情報
を取得するときは、あらかじめその利用目的を明示します。
特に信用取引、発行日決済取引または保護預り有価証券の担
保貸付を行うに際して個人情報を取得するときには、利用目
的についてご本人の同意を得るよう努めます。 

8. 個人データの正確性の確保 
当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人デー
タを正確かつ最新の内容に保つよう努めます。 
当社は、法令等に基づく保存期間の定めがある場合を除くほ
か、保有する個人データの利用目的に応じ保存期間を定め、
その期間を経過した個人データを消去することとします。 

9. 個人データの安全管理措置 
当社は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失またはき損
の防止その他の個人データの安全管理のため、安全管理に係
る基本方針・取扱規程等の整備および安全管理措置に係る実
施体制の整備等の必要かつ適切な措置を講じます。 
必要かつ適切な措置は、個人データの取得・利用・保管等の
各段階に応じた以下の措置を含みます。 

(1) 組織的安全管理措置 － 個人データの安全管理措置につ

いて従業者の責任と権限を明確に定め、安全管理に関す

る規程等を整備・運用し、その実施状況の点検・監査を

実施します。 

(2) 人的安全管理措置 － 従業者と個人データの非開示契約

等の締結および従業者に対する教育・訓練等を実施し、

個人データの安全管理が図られるよう従業者に対する必

要かつ適切な監督を行います。 

(3) 技術的安全管理措置 － 個人データおよびそれを取り扱

う情報システムへのアクセス制御および情報システムの

監視等の個人データの安全管理に関する技術的な措置を

講じます。 

10. 個人データの第三者への提供 
当社は、以下に掲げる場合を除き、個人データを第三者に提
供しません。 

(1) あらかじめご本人の同意を得た場合 

(2) 法令に基づく場合 

(3) 税務当局・捜査機関・司法機関その他の外部機関から照

会や調査を受けてこれに応じる場合 
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(4) 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場

合であって、ご本人の同意を得ることが困難であるとき 

(5) 利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取

扱いの全部または一部を委託する場合 

(6) 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データ

が提供される場合 

(7) この基本方針 4.に基づいて個人データを共同利用する

場合 

(8) その他、関係法令等により許される場合 

11. 個人データの取扱いの委託 
当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において個人データ
の取扱いの全部または一部を委託することがあります。 
当社は、個人データの取扱いの全部または一部を委託すると
きは、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図ら
れるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行
います。 

12. 保有個人データの開示等の求めに応じる手続 
当社は、保有個人データについて、利用目的の通知、開示、
訂正、追加、削除、利用の停止、消去または第三者への提供
の停止（以下まとめて、開示等といいます）の求めがあると
きは、当社所定のお申込手続に従ってお受けします。詳しく
は、【 個人情報開示等お申込手続のご案内 】にてご案内し
ていますのでご参照ください。なお、概要は以下のとおりで
す。 

(1) 開示等の求めのお申込先 
お客様相談室にお申込いただきますが、開示等の求めについ
てのお問い合わせは全国の支店にて承ります。 

(2) 開示等の求めに際して提出すべき書面 
当社所定の「個人情報開示等の申込書」をご提出いただきま
す。この申込書は全国の支店に備え置かれており、ホーム
ページからも印刷できます。 

(3) 開示等の求めをするお客様がご本人または代理人である

ことの確認方法 
当社所定のご本人確認書類をご提出いただきます。 

(4) 手数料とその徴収方法 
利用目的の通知および開示の求めについては、当社所定の方
法に従い手数料をいただきます。 

13. 個人情報の取扱いに関するお問い合わせや苦情等の窓口 
当社は、個人情報の取扱いに関するお問い合わせや苦情等に
適切に対応します。個人情報の取扱いに関するお問い合わせ
や苦情等は、以下にて承ります。 
◎ 本社 お客様相談室 
代表電話（03-5644-3111）からお客様相談室とお申し付けく
ださい。 
または 
◎ 全国の支店 

14. 認定個人情報保護団体 
当社は、金融庁の認定を受けた認定個人情報保護団体である
日本証券業協会の協会員です。同協会の証券あっせん・相談
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センターでは、協会員の個人情報の取扱いについての苦情・
相談をお受けしております。 
（苦情・相談窓口） 
◎ 日本証券業協会 証券あっせん・相談センター 
電話（0120‐25‐7900） 
ホームページ（http://www.jsda.or.jp/） 

15. この基本方針の見直しと改定 
当社は、この基本方針の内容を随時見直し、関係法令等の改
正または情報技術環境の変化等の状況に応じて改定するこ
とがあります。 
改定後の基本方針はホームページ上に掲載し、また全国の支
店の窓口に掲示・備え置く等の方法で公表します。 

16. 用語について 
この基本方針における用語は、以下のとおりとします。 

(1) 「個人情報」とは、生存する個人（当社のお客様、従業

者、法人の関係者等一切を含みます）に関する情報であっ

て、その情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述、

または個人別につけられた番号、記号その他の符号、画

像もしくは音声によって特定の個人を識別できるもの

（その情報だけでは識別できないが、他の情報と容易に

照合することができ、それによって特定の個人を識別で

きるものを含む）をいいます。 

(2) 「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報

の集合物であって、特定の個人情報を電子計算機等を用

いて検索できるように体系的に構成したものをいいます。 

(3) 「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成す

る個人情報をいいます。 

(4) 「保有個人データ」とは、当社が、開示、訂正、追加、

削除、利用の停止、消去および第三者への提供の停止の

すべてを行う権限を有する個人データであって、その存

否が明らかになることにより公益その他の利益が害され

るもの、または 6 ヶ月以内に消去（更新することは除く）

することとなるもの以外のものをいいます。 

(5) 「ご本人」とは、個人情報によって識別される特定の個

人をいいます。 

(6) 「従業者」とは、当社の組織内にあって直接または間接

に当社の指揮監督を受けて当社の業務に従事している者

をいい、雇用関係にある従業者（執行役員、正社員、契

約社員、嘱託社員、パート社員、アルバイト社員等）の

みならず、当社との間の雇用関係にない者（取締役、監

査役、派遣社員等）も含まれます。 
 
この基本方針の更新履歴 
・平成21年 10 月 1日 公表 

以上 



 
 
 

― 13 ― 
 

証券取引約款 

第 1 章 総則 

第 1 条（約款の趣旨） 

この約款は、お客様と日興コーディアル証券株式会社（以

下「当社」といいます。）との間の有価証券等（株式および

外国証券を含む有価証券、振替有価証券、その他当社にお

いて取り扱う証券、証書、権利または商品をいいます。以

下同じ。）の取引、サービス等に関する権利義務関係を明確

にすることを目的とするものです。 

第 2 条（定義） 

(1) この約款に掲げる取引および用語などの意義は、以下の

各号のとおりです。 

①有価証券の保護預り 
「有価証券の保護預り」とは、第5章の規定に従い、当社が「金
融商品取引法」（以下「金商法」といいます。）第2条第１項各
号に掲げる有価証券および同法第35条第1項第14号の譲渡性
預金の預金証書（外国法人が発行するものを除きます。）につ
いて、お客様からお預かりすることをいいます。なお、お客様
からお預かりした有価証券の取引を処理する口座のことを「保
護預り口座」といいます。また、当該口座でお預かりした有価
証券を「保護預り証券」といいます。 

②振替有価証券の取引 
「振替有価証券の取引」とは、第6章の規定に従い、当社とお
客様との間で行う「社債、株式等の振替に関する法律」（以下
「振替法」といいます。）に基づく振替制度において取扱う国
債（以下「振決国債」といいます。）、一般債（短期社債を含み
ます。以下同じ。）、投資信託受益権（振替上場投資信託受益権
を含みます。以下同じ。）および振替株式等（以下総称して｢振
替有価証券｣といいます。）の取引のことをいいます。振替有価
証券の範囲については、振替機関（日本銀行または株式会社証
券保管振替機構（以下「機構」といいます。））の定めによるも
のとします。また、お客様の振替有価証券の取引は「振替決済
口座」で処理し、「振替口座簿」に記載または記録します。な
お、振替決済口座は、第６章に定めるところによるほか、振替
法その他の関係法令ならびに振替機関の業務規程その他の関
連諸規則に従って取り扱います。 

③株式ミニ投資 
「株式ミニ投資」とは、第7章の規定に従い、当社とお客様と
の間で行う金融商品取引所の定める１売買単位に満たない株
式の株式等振替制度を利用する定型的な方法による売買取引
のことをいいます。 

④株式累積投資 
「株式累積投資」とは、第８章の規定に従い、金商法第35条第
1項第7号に掲げる累積投資契約の締結に基づき、株式等の買付
けにあてるために、お客様による払込金およびお客様に代わって
受領した株式累積投資に係る株式等の配当金、権利交付金等を、
お客様の株式累積投資口座に繰り入れてお預かりし、定期的にお
客様が指定した銘柄の買付けを行う取引のことをいいます。 
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⑤国内外貨建債券取引 
「国内外貨建債券取引」とは、第9章の規定に従い、日本国内
で発行された外貨建ての債券（募集および売出しの場合の申込
み代金を円貨で支払うこととされているもの、または利金もし
くは償還金が円貨で支払われることとされているものを含み
ます。）の取引のことをいいます。 

⑥投資信託受益権等の累積投資取引 
「投資信託受益権等の累積投資取引」とは、第10章の規定に従
い、金商法第35条第1項第7号に掲げる累積投資契約の締結に
基づき、投資信託受益権等の買付けにあてるために、お客様によ
る払込金およびお客様に代わって受領した累積投資に係る投資
信託受益権等の収益分配金および償還金を、お客様の当該累積投
資口（以下「累投口」といいます。）に繰り入れてお預かりし、
各投資信託受益権等に係る交付目論見書（以下「目論見書」とい
います。）の定めに従い買付けを行う取引のことをいいます。 

⑦振込先指定方式 
「振込先指定方式」とは、第 11 章の規定に従い、お客様の当
社における口座のすべての有価証券等の取引により当社がお
客様に支払うべき金銭を、あらかじめお客様が指定する預貯金
口座に当社が振り込む方式のことをいいます。 

⑧外国証券取引口座 
「外国証券取引口座」とは、「外国証券取引口座約款」に従い、
当社が、お客様から外国証券の売買の執行、売買代金の決済、
証券の保管その他の取引をお受けする際に、お客様に開設して
いただく口座のことをいいます。 

第 2 章 申込方法等 

第 3 条（本人確認について） 

当社は、お客様が有価証券等の取引に関する口座を開設さ

れる際、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」（以下

「犯罪収益移転防止法」といいます。）および同法施行令・

施行規則の規定に従い、本人確認を行わせていただきます。

また、当社は犯罪収益移転防止法に定める本人確認書類以

外に定款、規約などの書類をご提示またはご提出いただく

ことがあります。 

第 4 条（内部者登録の届出） 

お客様は、金商法第166条に規定する上場会社等の特定有価

証券等に係る売買を初めて行う際、当社に日本証券業協会の

定める規則の「上場会社等の役員等」に該当するか否かをあ

らかじめ当社所定の方法により届け出ていただきます。 

第 5 条（有価証券の保護預りおよび振替有価証券の取引なら

びに口座管理料） 

(1) お客様が、当社所定の方法により、当社に保護預り口座

の設定を申し込み、当社が承諾した場合には、日本証券

業協会の定める「有価証券の寄託の受入れ等に関する規

則」に基づく保護預り口座が開設されます。 

(2) お客様が、当社所定の方法により、当社に振替決済口座

の設定を申し込み、当社が承諾した場合には、振替決済

口座が開設されます。 
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(3) 上記(1)または(2)の申し込みをしていただく際は、名称、

所在地、代表者の役職氏名等その他振替機関が定める事

項を届出ていただきます。 

(4) お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制限が行

われている場合の外国法人等である場合には、上記(1) 

または(2)の申し込みをしていただく際、その旨をお届出

いただきます。 

(5) 当社は、お客様に保護預かり口座または振替決済口座（以

下、本条において「口座」といいます。）を設定していた

だいたときは、当社の定める所定の口座管理料をいただ

きます。なお、口座管理料の計算期間は、口座を設定し

ていだいた日の属する月の翌月から起算します。ただし、

口座に記載または記録がされている有価証券が国債、一

般債、投資信託受益権、および新株予約権付社債のみで

あるときは、口座管理料の対象外となります。また、当

社が定める場合、口座管理料を免除する場合があります。 

(6) 上記(5)の規定によりいただいた口座管理料については

お返ししません。 

第 6 条（株式ミニ投資） 

 お客様が当社との間で行う株式ミニ投資の取引について

は、株式の管理その他の取引を、お客様の振替決済口座

にて処理いたします。 

第 7 条（株式累積投資） 

お客様が、当社所定の方法により、株式累積投資に関する

契約を申し込み、当社が承諾した場合に、株式累積投資口

座が開設されます。 

第 8 条（国内外貨建債券取引） 

 お客様が当社との間で行う国内外貨建債券の取引につい

ては、お客様の保護預り口座にて処理いたします。 

第 9 条（投資信託受益権等の累積投資取引） 

(1) お客様が、当社所定の方法により、買付けを希望される

各累投口ごとに契約を申し込み、当社が承諾した場合に、

当該累投口が開設されます。 

(2) 外貨建ＭＭＦ累投口を申し込まれる場合は、あらかじめ

外国証券取引口座の設定が必要となります。 

第 10 条（外国証券の取引） 

(1) お客様が、当社で外国証券の取引を行われる際には、「外

国証券取引口座設定申込書」を提出していただき、当社

が承諾した場合に、外国証券取引口座が開設されます。 

(2) 当社は、外国証券取引口座の契約を締結する際には、外

国証券取引口座約款をお渡しします。 

第 11 条（振込先指定方式） 

お客様が、当社所定の方法により、当社に振込先指定方式

を申し込み、当社が承諾した場合に、振込先指定方式をご

利用いただけます。 
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第 3 章 お客様からの注文の受付 

第 12 条（法令・諸規則の遵守） 

当社は、お客様から有価証券等の売買等のご注文をお受け

する際には、金商法その他関係法令、金融商品取引所の定

める受託契約準則および日本証券業協会の定める規則に従

い、当該ご注文をお受けするものとします。 

第 13 条（本人確認） 

当社は、お客様からご注文をお受けする際には、犯罪収益

移転防止法に従い、お客様ご本人からのご注文であること

を確認させていただきます。 

第 14 条（事前預託） 

(1) 当社は、有価証券等の売買等のご注文をお受けする際に

は、原則として、お客様から買付注文に係る代金もしく

は売付有価証券等の全部もしくは一部をお預けいただい

た後、当該ご注文をお受けいたします。 

(2) お客様が、買付注文に係る代金もしくは売付有価証券等

をお預けいただいていない場合においては、金融商品取

引所および日本証券業協会の定める受渡日および時限ま

でに、当該ご注文に係る代金もしくは有価証券等の全部

をお預けいただきます。 

(3) 金融商品取引所および日本証券業協会にとくに定めのな

い有価証券等の取引については、当社の定めるところに

より取扱いいたします。 

第 15 条（受注できない場合） 

(1) 募集または売出しに係る有価証券等の取得または買付のご

注文は、お客様が適格機関投資家である場合など当社が定

める場合を除き、お客様が当該募集または売出しに係る目

論見書を受取っていることを当社が確認できないときは、

お受けできません。 

(2) 上記(1)の他、次のいずれかに該当する場合は、ご注文をお

受けしないことがあります。 

①注文の内容が法令またはこの約款の定めのいずれかに反し、 

または反するおそれがあると当社が判断する場合 

②売買規制等により、注文を執行できない場合 

③お客様が当社に対する債務の履行を怠っている場合 

④前各号に掲げる場合のほか、受注することが適当ではない 

ものと当社が判断する場合 

第 16 条（上場されていない有価証券等に係る注文） 

(1) お客様が、金融商品取引所に上場されていない有価証券

等について、同一日における同一銘柄の有価証券等の売

買等の注文を行うことができる回数は、当社が定める回

数の範囲内とします。 

(2) お客様が、金融商品取引所に上場されていない投資信託

受益権のうち金額を指定した解約または売付けが可能な

ものについて、解約または売付けに係る注文を行う場合

には、当社が定める金額以上の金額を指定することその

他の当社が定める条件により行うものとします。 
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第 4 章 お客様への連絡・報告 
第 17 条（売買等の取引の報告） 

(1) 当社は、お客様からご注文いただいた有価証券等の売買

等の取引が成立したときは、金商法第 37 条の４の規定に

従い、取引報告書を作成し、お客様にお送りいたします。 

(2) 当社は、金商法第 37 条の 4 および「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（以下「金商業等府令」といいます。）

第 110 条第 1 項第 1 号イの規定に基づき、累積投資契約

による買付けの取引報告書、およびあらかじめお客様と

締結した契約に基づく取引の報告書については省略する

ことがあります。 

第 18 条（取引および残高の報告） 

(1) 当社は、金商業等府令第 98 条第１項第３号ロの規定に基

づき、四半期に 1 回以上、当該期間における有価証券等

のお取引の内容とお取引いただいた後の残高を記載した

取引残高報告書をお客様にお送りいたします。また、お

取引がない場合には、1 年に 1 回以上、取引残高報告書

をお客様にお送りいたします。 
(2) 信用取引、金商法第 28 条第８項第６号に規定する有価 

証券関連デリバティブ取引（以下「有価証券関連デリバ
ティブ取引」といいます。）または同法第２条第 22 項に
規定する店頭デリバティブ取引（有価証券関連デリバ
ティブ取引並びに金融商品取引法施行令第１条の８の３
第１項第２号に該当するものおよび同令第 16 条の４第
１項各号に掲げるものを除く。以下「店頭デリバティブ
取引」といいます。）の未決済建玉があるお客様には、毎
月、取引残高報告書をお送りいたします。 

(3) 取引報告書および取引残高報告書を受領された場合は、

速やかにその内容をご確認ください。その報告内容にご

不審の点があるときには、当社の取扱店の部店長または

総務課長に直接ご連絡ください。 

(4) 当社は、上記(1)および(2)の規定にかかわらず、お客様

が特定投資家（金商法第２条第 31 項に規定する特定投

資家（同法第 34 条の２第５項の規定により特定投資家

以外の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条の３第

４項（同法第 34 条の４第４項において準用する場合を

含みます。）の規定により特定投資家とみなされる者を

含みます。）をいいます。）である場合であって、お客

様からの上記(1)および(2)に定めるお取引の内容とお取

引いただいた後の残高に関する照会に対して速やかに回

答できる体制が整備されている場合には、当社が定める

ところにより取引残高報告書をお送りしないことがあり

ます。 
(5) 当社は、上記(2)に定める取引残高報告書のうち、次の 

各号に掲げる書面に記載されているものについては、上
記(2)の規定にかかわらず、取引残高報告書をお送りしな
いことがあります。 

① 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時交付書面 
② 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した
契約書 
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(6) 当社は、保護預り証券および振替口座簿に記載または記

録した振替有価証券について、次の事項をお客様にお知

らせします。 

①混蔵保管中の債券について第 24 条の規定に基づき決定

された償還額 

②最終償還期限 

③第 23 条により、当社が保管する破綻会社株券を廃棄する

場合には、当該株券の返還に応じられる期限日 

第 19 条（宣伝印刷物等） 

当社は、お客様にお送りする郵送物の中に、当社が広告業

務に関する契約をした会社の宣伝印刷物等を同封すること

があります。 

第 5 章 有価証券の保護預り 

第 20 条（保護預り証券） 

 当社は、第 2条(1)①に掲げる証券について、本章、その

他の法令の定めに従ってお預りします。ただし、これら

の証券でも都合によりお預りしないことがあります。 

第 21 条（保護預り証券の保管方法および保管場所） 

当社は、保護預り証券について金商法第43条の２に定める

分別管理に関する規定に従って次のとおりお預りします。 

①保護預り証券については当社において安全確実に保管し

ます。なお、当社における保護預り証券の保管業務等につ

いては、第三者機関に委託する場合があります。 

②保護預り証券のうち、債券または投資信託受益証券につ

いては、とくにお申出のない限り他のお客様の同銘柄の証

券と混蔵して保管することがあります。 

③上記、②による保管は、大券をもって行うことがあります。 

第 22 条（混蔵保管などに関する同意事項） 

 第 21条の規定により混蔵して保管する証券については、次

の事項につきご同意いただいたものとして取り扱います。 

①お預りした証券と同銘柄の証券に対し、その証券の数ま

たは額に応じて共有権または準共有権を取得すること。 

②あらたに証券をお預りするときまたはお預りしている証

券を返還するときは、その証券のお預りまたはご返還につ

いては、同銘柄の証券をお預りしている他のお客様と協議

を要しないこと。 

第 23 条（当社で保管する株券が破綻会社株券となった場合） 

お客様のお申出により当社で保管する株券について、発行

者が株式の全部を零にする資本の減少を行った場合、当該

発行者が破産手続開始の決定を受けた場合、または当該発

行者が清算結了の登記を行った場合は、当社は、第18条(6)

④の規定によりあらかじめ返還の期限日をお客様にお知ら

せし、当該期限日までにお客様から返還のご請求がないと

きには、当該株券を廃棄することがあります。 
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第 24 条（混蔵保管中の債券の抽せん償還が行われた場合の取

扱い） 

混蔵して保管している債券が抽せん償還に当せんした場合

における被償還者の選定および償還額の決定などについて

は、当社が定める社内規程により公正かつ厳正に行います。 

第 25 条（保護預り証券の口座処理） 

 保護預り証券は、すべて同一口座でお預りします。 

第 26 条（担保に係る処理） 

お客様が保護預り証券について担保を設定される場合は、

当社が認めた場合の担保の設定についてのみ行うものとし、

この場合、当社所定の方法により行います。 

第 27 条（名義書換等の手続きの代行など） 

(1) 当社は、ご依頼があるときは株券等（当社で取扱えない

ものは除きます。）の名義書換、併合、分割または株式無

償割当て、新株予約権付社債の新株予約権の行使、単元

未満株式等の発行者への買取請求の取次ぎなどの手続を

代行します。 

(2) 上記の場合は、所定の手続料をいただきます。 

第 28 条（有価証券の受入れ） 

(1) 当社は、お客様より有価証券をお預りしたときは、証券

受取証または受領書をお渡しします。 

(2) 当社は、お客様から有価証券をお預かりする場合、原則

として、事前に無効な有価証券（偽造株券、除権判決済

の証券）または流通に支障のある有価証券（盗難株券、

公示催告中の証券）でないことを確認します。確認の結

果、無効または流通に支障のある有価証券であったとき

は、当該有価証券のお預かりをお受けしません。 

第 29 条（償還金等の代理受領） 

 保護預り証券の償還金（混蔵保管中の債券について第２4

条の規定に基づき決定された償還金を含みます。以下同

じ。）または利金（分配金を含みます。以下同じ。）の支

払いがあるときは、当社が代わってこれを受け取り、ご

請求に応じてお支払いします｡ 

第 30 条（保護預り証券の返還） 

 保護預り証券の返還をご請求になるときは、当社所定の

方法によりお手続きください。 

第 31 条（保護預り証券の返還に準ずる取扱い） 

当社は、次の場合には前条の手続きをまたずに保護預り証

券の返還のご請求があったものとして取り扱います。 

①保護預り証券を売却される場合 

②保護預り証券を代用証券に寄託目的を変更する旨のご指

示があった場合 

③当社が第 29 条により保護預り証券の償還金の代理受領

を行う場合 
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第 6 章 振替有価証券の取引 

第 32 条（振替決済口座） 

(1) 振替決済口座は、振替法に基づく口座管理機関として当

社が備え置く振替口座簿において開設します。 

(2) 振替決済口座には、振替機関が定めるところにより、内

訳区分を設けます。この場合において、質権の目的であ

る振替有価証券の記載または記録をする内訳区分（以下

「質権欄」といいます。）と、それ以外の振替有価証券の

記載または記録をする内訳区分（以下「保有欄」といい

ます。）とを別に設けて開設します。 

(3) 当社は、お客様が振替有価証券についての権利を有する

ものに限り振替決済口座に記載または記録いたします。 

第 33 条（加入者情報の取扱いに関する同意） 

当社は、原則として、振替決済口座に振替機関が定める振

替有価証券に係る記載または記録が行われた場合には、お

客様の加入者情報（名称、住所、代表者の役職氏名、その

他振替機関が定める事項。以下同じ。）について、振替制度

に関して振替機関の定めるところにより取り扱い、振替機

関に対して通知することにつき、ご同意いただいたものと

して取り扱います。 

第 34 条（加入者情報の他の口座管理機関への通知の同意） 

当社が前条に基づき振替機関に通知した加入者情報の内容

は、振替機関を通じて、お客様が他の口座管理機関に振替

決済口座を開設している場合の当該他の口座管理機関に対

して通知される場合があることにつき、ご同意いただいた

ものとして取り扱います。 

第 35 条（振替機関からの通知に伴う振替口座簿の記載または

記録内容の変更に関する同意） 

振替機関から当社に対し、お客様の名称の変更があった旨、

住所の変更があった旨またはお客様が法律により振替株式

等に係る名義書換の制限が行われている場合の外国法人等

である旨もしくは外国法人等でなくなった旨の通知があっ

た場合には、当社が管理する振替口座簿の記載または記録

内容を当該通知内容のものに変更することにつき、ご同意

いただいたものとして取り扱います。 

第 36 条（発行者に対する代表者届または代理人選任届その他

の届出） 

(1) 当社は、お客様が、発行者に対する代表者届または代理

人選任届その他の届出を行うときは、当社にその取次ぎ

を委託することにつき、ご同意いただいたものとして取

り扱います。 

(2) 上記(1)の発行者に対する届出の取次ぎは、お客様が新た

に取得した振替有価証券については、総株主通知、個別

株主通知または受益者登録等のときに行うことにつき、

ご同意いただいたものとして取り扱います。 

 

 

 



 
 
 

― 21 ― 
 

第 37 条（発行者に対する振替決済口座の所在の通知） 

当社は、振替株式の発行者が会社法第 198 条第 1 項に規定

する公告をした場合であって、当該発行者が情報提供請求

を行うに際し、お客様が同法第 198 条第 1 項に規定する株

主または登録株式質権者である旨を振替機関に通知したと

きは、振替機関がお客様の振替決済口座の所在に関する事

項を当該発行者に通知することにつき、ご同意いただいた

ものとして取り扱います。 

第 38 条（振替制度で指定されていない文字の取扱い） 

お客様が当社に対して届出を行った名称または住所のうち

に振替制度で指定されていない文字がある場合には、当社

が振替制度で指定された文字に変換を行うことにつき、ご

同意いただいたものとして取り扱います。 

第 39 条（振替の申請） 

(1) お客様は、振替決済口座に記載または記録されている振

替有価証券について、次の各号に定める場合を除き、当

社に対し、振替の申請をすることができます。 

①差押えを受けたものその他の法令の規定により振替また

はその申請を禁止されたもの 

②法令の規定により禁止された譲渡または質入れに係るも

のその他振替機関が定めるもの 

③振替機関の定める振替制限日を振替日とするもの 

④振決国債の償還期日または利子支払期日の 3 営業日前

から前営業日までの範囲内において振替機関が定める期間

中において振替を行うもの 

⑤一般債の償還期日または繰上償還期日において振替を行

うもの 

⑥一般債の償還期日、繰上償還期日、定時償還期日または

利子支払期日の前営業日において振替を行うもの 

⑦投資信託受益権の収益分配金の処理のために発行者が指

定する振替停止の営業日において振替を行うもの（当社の

口座を振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。） 

⑧投資信託受益権の償還金の処理のために発行者が指定す

る償還日までの振替停止の期間（以下「振替停止期間」と

いいます。）中の営業日において振替を行うもの（当社の口

座を振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。） 

⑨投資信託受益権の償還日翌営業日において振替を行うも

の（振替を行おうとする日の前営業日以前に当社の口座を

振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。） 

⑩投資信託受益権の販社外振替（振替先または振替元が指

定販売会社ではない口座管理機関等である振替のうち、機

構の販社外振替情報管理機能を利用するものをいいます。）

を行うための振替の申請においては次に掲げる日において

振替を行うもの 
イ. 収益分配金の処理のために発行者が指定する振替停

止の営業日の前営業日（振替を行う日の前営業日以
前に振替の申請を行う場合を除きます。） 

ロ. 収益分配金の処理のために発行者が指定する振替停
止の営業日 



 
 
 

― 22 ― 
 

ハ. 償還日前々営業日までの振替停止期間中の営業日
（当社の口座を振替先とする振替の申請を行う場合
を除きます。） 

ニ. 償還日前営業日（当該営業日が振替停止期間に該当
しない場合においては、振替を行う日の前営業日以
前に振替の申請を行う場合を除きます。当該営業日
が振替停止期間に該当する場合においては、当社の
口座を振替先とする振替の申請を行う場合を除きま
す。） 

ホ. 償還日 
ヘ. 償還日翌営業日 

⑪振替先口座管理機関において、振替の申請を行う銘柄の

取扱いをしていない、その他やむを得ない理由により、振

替ができないもの 

(2) お客様が振替の申請を行うに当たっては、振替を行う日

から当社が定める営業日前までに、次に掲げる事項を当

社所定の依頼書に記入の上、届出の印章により記名押印

してご提出ください。 
①当該振替において減少および増加の記載または記録がさ
れるべき振替有価証券の銘柄および数量 

②お客様の振替決済口座において減少の記載または記録が
されるのが、保有欄か質権欄かの別 

③上記②の振替決済口座において減少の記載または記録が
されるのが質権欄である場合には、当該記載または記録
がされるべき振替有価証券についての株主、新株予約権
付社債権者、新株予約権者、投資主、優先出資者または
受益者（以下本条において「株主等」といいます。）の氏
名または名称および住所並びに上記①の数量のうち当該
株主等ごとの数量 

④特別株主、特別投資主、特別優先出資者または特別受益
者（加入者が、その直近上位機関に対し、当該振替上場
投資信託受益権につき、他の加入者を受益者として受益
者登録をすることを求める旨の申出をした場合における
当該振替上場投資信託受益権に係る他の加入者をいう。
以下同じ。）（以下本条において「特別株主等」といいま
す。）の氏名または名称および住所並びに上記①の数量の
うち当該特別株主等ごとの数量 

⑤振替先口座およびその直近上位機関の名称 
⑥振替先口座において、増加の記載または記録がされるの
が、保有欄か質権欄かの別 

⑦上記⑥の口座において増加の記載または記録がされるの
が質権欄である場合には、振替数量のうち株主等ごとの
数量並びに当該株主等の氏名または名称および住所並び
に当該株主等が振替機関が定める外国人保有制限銘柄の
直接外国人であること等 

⑧振替を行う日 
(3) 上記(2)①の数量は、振替機関が定める最低数量の整数倍

（投資信託受益権の場合は投資信託約款に定める単位

（同約款において複数の一部解約単位が規定されている

場合には、そのうち振替先口座管理機関が指定した一部

解約単位）が最低数量超の整数の場合は、その単位の整

数倍とします。）となるよう提示しなければなりません。 

(4) 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、
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(2)⑤の提示は必要ありません。また、(2)⑥については、

「振替先口座」を「お客様の振替決済口座」として提示

してください。 

(5) 当社に振替有価証券の買取りを請求される場合、前各項

の手続きを待たずに振替有価証券の振替の申請があった

ものとして取り扱います。 

(6) 上記(2)の振替の申請（振替先欄が保有欄であるものに限

ります。）を行うお客様は、同①の振替有価証券を同⑤の

振替先口座の他の加入者に担保の目的で譲り渡す場合に

は、当社に対し、当該振替の申請に際して当該振替有価

証券の株主等の氏名または名称および住所を示し、当該

事項を当該振替先口座を開設する口座管理機関に通知す

ることを請求することができます。 

第 40 条（他の口座管理機関への振替） 

(1) 当社は、お客様からお申し出があった場合には、他の口

座管理機関へ振替を行うことができます。ただし、当該

他の口座管理機関において、お客様から振替の申し出が

あった銘柄の取扱いをしていない、その他やむを得ない

理由により、振替ができない場合、当社は振替の申し出

を受け付けないことがあります。 

(2) お客様のご依頼により当社の口座から他の口座管理機関

の口座へ振替の手続を行う場合は、当社所定の手続料を

いただく場合があります。 

第 41 条（担保の設定） 

お客様の振替有価証券について、担保を設定される場合は、

当社所定の手続きによる振替を行います。 

第 42 条（お客様が担保権者となる場合） 

お客様が振替有価証券の担保権者となる場合は、当社と担

保管理に係る契約を結んでいただきます。お客様が担保権

者となる振替有価証券の管理は当該契約に基づく当社所定

の手続きにより行ないます。 

第 43 条（登録質権者となるべき旨のお申出） 

お客様が質権者である場合には、お客様の振替決済口座の

質権欄に記載または記録されている質権の目的である振替

株式、振替投資口または振替優先出資について、当社に対

し、登録株式質権者、登録投資口質権者または登録優先出

資質権者となるべき旨のお申出をすることができます。 

第 44 条（担保振替有価証券の取扱い） 

(1) お客様は、その振替決済口座の保有欄に記載または記録

がされている担保の目的で譲り受けた振替株式、振替投

資口、振替優先出資または振替上場投資信託受益権につ

いて、当社に対し、特別株主の申出、特別投資主の申出、

特別優先出資者または特別受益者の申出をすることがで

きます。 

(2) お客様は、振替の申請における振替元口座または振替先

口座の加入者である場合には、振替機関に対する当該申

請により当該振替先口座に増加の記載または記録がされ

た担保株式、担保投資口、担保優先出資、担保上場投資
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信託受益権、担保新株予約権付社債および担保新株予約

権（以下「担保振替有価証券」といいます。）の届出をし

ようとするときは、当社に対し、担保振替有価証券の届

出の取次ぎの請求をしていただきます。 

(3) お客様は、担保振替有価証券の届出の記録における振替

元口座または振替先口座の加入者である場合には、当該

記録に係る担保振替有価証券についての担保解除等によ

り当該記録における振替先口座に当該担保振替有価証券

の数量についての記載または記録がなくなったときは、

当社に対し、遅滞なく、振替機関に対する担保振替有価

証券の届出の記録の解除の届出の取次ぎの請求をしてい

ただきます。 

第 45 条（担保設定者となるべき旨のお申出） 

(1) お客様が質権設定者になろうとする場合で、質権者とな

る者にその旨の申出をしようとするときは、質権者とな

る者の振替決済口座の質権欄に記載または記録されてい

る質権の目的である振替株式等（登録質の場合は振替株

式、振替投資口または振替優先出資）または振替上場投

資信託受益権について、当社に対し、振替株式等の質権

設定者（登録質の場合は登録株式質権設定者、登録投資

口質権設定者または登録優先出資質権設定者）または振

替上場投資信託受益権の質権設定者となるべき旨の申出

の取次ぎを請求することができます。 

(2) お客様が特別株主、特別投資主特別優先出資者または特

別受益者になろうとする場合で、担保権者となる者にそ

の旨の申出をしようとするときは、担保権者となる者の

振替決済口座の保有欄に記載または記録されている担保

の目的である振替株式等、振替投資口、振替優先出資ま

たは振替上場投資信託受益権について、当社に対し、特

別株主、特別投資主、特別優先出資者または特別受益者

となるべき旨の申出の取次ぎを請求することができます。 

第 46 条（信託の受託者である場合の取扱い） 

お客様が信託の受託者である場合には、お客様は、その振

替決済口座に記載または記録がされている振替有価証券に

ついて、当社に対し、当社所定の方法により、信託財産で

ある旨の記載または記録をすることを請求することができ

ます。 

第 47 条（振替先口座等の照会） 

(1) 当社は、お客様から振替の申請を受けたときは、振替機

関に対し、お客様からの振替の申請において示された振

替先口座に係る加入者情報が振替機関に登録されている

否かについての照会をすることがあります。 

(2) お客様が振替有価証券の質入れまたは担保差入れのため

に振替の申請をしようとする場合であって、振替先口座

を開設する口座管理機関がお客様から同意を得ていると

きは、当該口座管理機関は、振替機関に対し、振替元口

座に係る加入者情報が振替機関に登録されている否かに

ついての照会をすることがあります。 

(3) お客様が当社に対する振替有価証券の質入れまたは担保
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差入れのために振替の申請をしようとする場合であって、

当社がお客様から同意を得ているときは、当社は、振替

機関に対し、振替元口座に係る加入者情報が振替機関に

登録されている否かについての照会をすることがありま

す。 

第 48 条（分離適格振決国債に係る元利分離申請） 

(1) 振替業を営む金融機関等は、振替決済口座（顧客口を除

きます。）の日本銀行が定める内訳区分に記載または記録

されている分離適格振決国債について、次の各号に定め

る場合を除き、当社に対し、元利分離の申請をすること

ができます。 

①差押えを受けたものその他の法令の規定により元利分離

またはその申請を禁止されたもの 

②当該分離適格振決国債の償還期日または利子支払期日の

3 営業日前から前営業日までにおいて、あらかじめ日本銀

行が定める期間中に元利分離を行うもの 

(2) 上記(1)に基づき、元利分離の申請を行うにあたっては、

あらかじめ、次に掲げる事項を、当社に提示いただきま

す。 

①減額の記載または記録がされるべき分離適格振決国債の

銘柄および金額 

②振替決済口座において減額の記載または記録がされるべ

き種別 

(3) 上記(2)①の金額は、その分離適格振決国債の最低額面金

額の整数倍で、かつ、分離適格振決国債の各利子の金額

が当該整数倍となるよう提示していただきます。 

第 49 条（分離元本振決国債等の元利統合申請） 

(1) 振替業を営む金融機関等は、振替決済口座（顧客口を除

きます。）の日本銀行が定める内訳区分に記載または記録

されている分離元本振決国債および分離利息振決国債に

ついて、次の各号に定める場合を除き、当社に対し、元

利統合の申請をすることができます。 

①差押えを受けたものその他の法令の規定により元利統合

またはその申請を禁止されたもの 

②当該分離元本振決国債と名称および記号が同じ分離適格

振決国債の償還期日または利子支払期日の3 営業日前から

前営業日までにおいて、あらかじめ日本銀行が定める期間

中に元利統合を行うもの 

(2) 上記(1)に基づき、元利統合の申請を行うにあたっては、

あらかじめ、次に掲げる事項を、当社に提示いただきま

す。 

①増額の記載または記録がされるべき分離適格振決国債の

銘柄および金額 

②振替決済口座において減額の記載または記録がされるべ

き種別 

(3) 上記(2)①の金額は、その分離適格振決国債の最低額面金

額の整数倍で、かつ、分離適格振決国債の各利子の金額

が当該整数倍となるよう提示していただきます。 
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第 50 条（抹消申請の委任） 

振替決済口座に記載または記録されている振替有価証券に

ついて、償還（分離利息振決国債にあっては、利子の支払

い）、繰上償還またはお客様の請求による解約が行われる場

合には、当該振替有価証券について、お客様から当社に対

し振替法に基づく抹消の申請に関する手続きを委任された

ものとし、当社は当該委任に基づき、お客様に代わって手

続きをいたします。 

第 51 条（償還金、利金、解約金および収益分配金の代理受

領等） 

(1) お客様は、その振替決済口座に記載または記録がされて

いる振替有価証券について、当社に対し、元利金の支払

いの請求を委任するものとします。 

(2) お客様の振替決済口座に記載または記録されている振替

有価証券（差押えを受けたものその他の法令の規定によ

り抹消またはその申請を禁止されたものを除きます。）の

償還金（繰上償還金を含みます。以下同じ。）、利金、解

約金および収益分配金の支払いがあるときは、当社がお

客様に代わって支払者からこれを受領し、お客様のご請

求に応じて当社からお客様にお支払します。 

(3) 当社は、特例社債、特例地方債、特例投資法人債、特例

特定社債、特例特別法人債または特例外債（以下「特例

社債等」といいます。）に限っては、振替制度へ移行する

以前の計算方法を実施するなど、お客様のお受取額が振

替制度へ移行する以前に比べ減少しないように計算する

こととします。ただし他の口座管理機関等から振替を受

けたもので、当社が募集・売出し等の取扱いを行ってい

なかった特例社債等については、振替機関の定めにより

取扱う場合があります。 

第 52 条（振替株式等の発行者である場合の取扱い） 

お客様が振替株式、振替投資口または振替優先出資の発行

者である場合には、お客様の振替決済口座に記載または記

録がされているお客様の発行する振替株式、振替投資口ま

たは振替優先出資（差押えを受けたものその他の法令の規

定により抹消またはその申請を禁止されたものを除きま

す。）について、当社に対し、一部抹消の申請をすることが

できます。 

第 53 条（個別株主通知の取扱い） 

(1) お客様は、当社に対し、当社所定の方法により、個別株

主通知の申出（振替法第154条第4項の申出をいいます。）

の取次ぎの請求をすることができます。 

(2) 上記(1)の場合は、当社所定の手続料をいただきます。 

第 54 条（単元未満株式の買取請求等） 

(1) お客様は、当社に対し、お客様の振替決済口座に記載ま

たは記録されている単元未満株式の発行者への買取請求

の取次ぎの請求、単元未満株式の売渡請求（買増請求）

の取次ぎの請求、取得請求権付株式の発行者への取得請

求の取次ぎの請求および発行者に対する振替決済口座通
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知の取次ぎの請求をすることができます。ただし、振替

機関が定める取次停止期間は除きます。 

(2) 前項の単元未満株式の発行者への買取請求の取次ぎの請

求、単元未満株式の売渡請求の取次ぎの請求、取得請求

権付株式の発行者への取得請求の取次ぎの請求および発

行者に対する振替決済口座通知の取次ぎの請求等につい

ては、振替機関の定めるところにより、すべて振替機関

を経由して振替機関が発行者にその取次ぎを行うものと

します。この場合、振替機関が発行者に対し請求を通知

した日に請求の効力が生じます。 

(3) お客様は、上記(1)の単元未満株式の発行者への買取請求

の取次ぎの請求を行うときは、当該買取請求に係る単元

未満株式について、発行者の指定する振替決済口座への

振替の申請を行っていただきます。 

(4) お客様は、上記(1)の単元未満株式の発行者への売渡請求

の取次ぎの請求を行うときは、当該売渡請求に係る発行

者への売渡代金の支払いは、当社を通じて行っていただ

きます。 

(5) お客様は、上記(1)の取得請求権付株式の発行者への取得

請求の取次ぎの請求を行うときは、当該取得請求に係る

取得請求権付株式について、発行者の指定する振替決済

口座への振替の申請を行っていただきます。 

(6) 上記(1)の場合は、当社所定の手続料をいただきます。 

第 55 条（会社の組織再編等に係る手続き） 

(1) 当社は、振替株式等の発行者における合併、株式交換、

株式移転、会社分割、株式の消却、併合、分割または無

償割当て等に際し、振替機関の定めるところにより、お

客様の振替決済口座に増加もしくは減少の記載または記

録を行います。 

(2) 当社は、取得条項が付された振替株式等の発行者が、当

該振替株式等の全部を取得しようとする場合には、振替

機関の定めるところにより、お客様の振替決済口座に増

加もしくは減少の記載または記録を行います。 

第 56 条（配当金等に関する取扱い） 

(1) お客様は、金融機関預金口座または株式会社ゆうちょ銀

行から開設を受けた口座（以下「預金口座等」といいま

す。）への振込みの方法により振替株式等の配当金（振替

投資口および振替上場投資信託受益権にあっては分配金。

以下本条において「配当金等」といいます。）を受領しよ

うとする場合には、当社に対し、発行者に対する配当金

等を受領する預金口座等の指定（以下「配当金振込指定」

といいます。）の取次ぎの請求をすることができます。 

(2) お客様は、当社を経由して振替機関に登録した一の金融

機関預金口座（以下「登録配当金受領口座」といいます。）

への振込みにより、お客様が保有する全ての銘柄の配当

金等を受領する方法（以下「登録配当金受領口座方式」

といいます。）またはお客様が発行者から支払われる配当

金等の受領を当社に委託し、発行者は当該委託に基づい

て、当社がお客様のために開設する振替決済口座に記載
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または記録された振替有価証券の数量（当該発行者に係

るものに限ります。）に応じて当社に対して配当金等の支

払いを行うことにより、お客様が配当金等を受領する方

式（以下「株式数比例配分方式」といいます。）を利用し

ようとする場合には、当社に対し、その旨を示して前項

の配当金振込指定の取次ぎの請求をしていただきます。 

(3) お客様が前項の株式数比例配分方式の利用を内容とする

配当金振込指定の取次ぎを請求する場合には、次に掲げ

る事項につき、ご同意いただいたものとして取り扱いま

す。 
①お客様の振替決済口座に記載または記録がされた振替有
価証券の数量に係る配当金等の受領を当社または当社が
あらかじめ再委託先として指定する者に委託すること 

②お客様が振替決済口座の開設を受けた他の口座管理機関
がある場合には、当該他の口座管理機関に開設された振
替決済口座に記載または記録された振替有価証券の数量
に係る配当金等の受領を当該他の口座管理機関または当
該他の口座管理機関があらかじめ再委託先として指定す
る者に委託すること。また、当該委託をすることを当該
他の口座管理機関に通知することについては、当社に委
託すること 

③当社は、前号により委託を受けた他の口座管理機関に対
する通知については、当社の上位機関および当該他の口
座管理機関の上位機関を通じて行うこと 

④お客様に代理して配当金等を受領する口座管理機関の商
号または名称、当該口座管理機関が配当金等を受領する
ために指定する金融機関預金口座および当該金融機関預
金口座ごとの配当金等の受領割合等については、発行者
による配当金等の支払いの都度、振替機関が発行者に通
知すること 

⑤発行者が、お客様の受領すべき配当金等を、振替機関が
前号により発行者に通知した口座管理機関に対して支
払った場合には、発行者の当該口座管理機関の加入者に
対する配当金等支払債務が消滅すること 

⑥お客様が次に掲げる者に該当する場合には、株式数比例
配分方式を利用することはできないこと 
イ 振替機関に対して株式数比例配分方式に基づく加入

者の配当金等の受領をしない旨の届出をした口座管
理機関の加入者 

ロ 直接口座管理機関 
ハ 他の者から株券喪失登録がされている株券に係る株

式（当該株式の銘柄が振替株式であるものに限る。）
の名義人である加入者、当該株券喪失登録がされて
いる株券に係る株券喪失登録者である加入者または
会社法第 223 条第１項の規定により当該株券喪失
登録がされている株券について当該株券喪失登録の
抹消を申請した者である加入者 

(4) 登録配当金受領口座方式または株式数比例配分方式を現

に利用しているお客様は、配当金振込指定の単純取次ぎ

を請求することはできません。 

第 57 条（総株主等の通知等に係る処理） 

(1) 当社は、振替機関が定める振替有価証券について、振替
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機関に対し、振替機関が定めるところにより、株主確定

日（振替新株予約権付社債にあっては新株予約権付社債

権者確定日、振替新株予約権にあっては新株予約権者確

定日、振替投資口にあっては投資主確定日、協同組織金

融機関の振替優先出資にあっては優先出資者確定日、振

替上場投資信託受益権においては信託の計算期間終了

日）における株主（振替新株予約権付社債にあっては新

株予約権付社債権者、振替新株予約権にあっては新株予

約権者、振替投資口にあっては投資主、協同組織金融機

関の振替優先出資にあっては優先出資者、振替上場投資

信託受益権においては受益者。なお、登録株式質権者、

登録投資口質権者または登録優先出資質権者となるべき

旨の申出をした場合を含みます。以下「通知株主等」と

いいます。）の氏名または名称、住所、通知株主等の口座、

通知株主等の有する振替有価証券の銘柄および数量、そ

の他振替機関が定める事項を報告します。 

(2) 振替機関は、前項の規定により報告を受けた内容等に基

づき、総株主等の対象銘柄である振替有価証券の発行者

に対し、通知株主等の氏名または名称、住所、通知株主

等の有する振替有価証券の銘柄および数量、その他振替

機関が定める事項を通知します。この場合において、振

替機関は、通知株主等として報告したお客様について、

当社または他の口座管理機関から通知株主等として報告

しているお客様と同一の者であると認めるときは、その

同一の者に係る通知株主等の報告によって報告された数

量を合算した数量によって、通知を行います。 

(3) 振替機関は、発行者に対して通知した前項の通知株主等

に係る事項について、株主確定日以降において変更が生

じた場合は、当該発行者に対してその内容を通知します。 

第 58 条（振替新株予約権の行使請求等） 

(1) お客様は、当社に対し、お客様の振替決済口座に記載ま

たは記録されている振替新株予約権付社債について、発

行者に対する新株予約権行使請求の取次ぎの請求をする

ことができます。ただし、当該新株予約権行使により交

付されるべき振替株式の銘柄に係る株主確定日、元利払

期日および当社が必要と認めるときには当該新株予約権

行使請求の取次ぎの請求を行うことはできません。 

(2) お客様は、当社に対し、お客様の振替決済口座に記載ま

たは記録されている振替新株予約権について、発行者に

対する新株予約権行使請求および当該新株予約権行使請

求に係る払込みの取次ぎの請求をすることができます。

ただし、当該新株予約権行使により交付されるべき振替

株式の銘柄に係る株主確定日および当社が必要と認める

ときは当該新株予約権行使請求の取次ぎの請求を行うこ

とはできません。 

(3) 上記(2)の発行者に対する新株予約権行使請求および当

該新株予約権行使請求に係る払込みの取次ぎの請求につ

いては、振替機関の定めるところにより、すべて振替機

関を経由して振替機関が発行者にその取次ぎを行うもの
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とします。この場合、振替機関が発行者に対し請求を通

知した日に行使請求の効力が生じます。 

(4) お客様は、上記(1)または(2)に基づき、振替新株予約権

付社債または振替新株予約権について、発行者に対する

新株予約権行使請求を行う場合には、当社に対し、当該

新株予約権行使請求をする振替新株予約権付社債または

振替新株予約権の一部抹消の申請手続きを委任していた

だくものとします。 

(5) お客様は、前項に基づき、振替新株予約権について新株

予約権行使請求を行う場合には、当社に対し、発行者の

指定する払込取扱銀行の預金口座への当該新株予約権行

使に係る払込金の振込みを委託していただくものとしま

す。 

(6) お客様の振替決済口座に記載または記録されている振替

新株予約権付社債または振替新株予約権について、新株

予約権行使期間が満了したときは、当社はただちに当該

振替新株予約権の抹消を行います。 

(7) お客様は、当社に対し、上記(1)の請求と同時に当該請求

により生じる単元未満株式の買取請求の取次ぎを請求す

ることができます。ただし、振替機関が定める取次停止

期間は除きます。 

(8) 上記(7)の場合は、当社所定の手続料をいただきます。 

第 59 条（振替新株予約権社債等の取扱い廃止に伴う取扱い） 

(1) 振替新株予約権付社債または振替新株予約権の取扱い廃

止に際し、発行者が新株予約権付社債券または新株予約

権証券を発行するときは、お客様は、当社に対し、発行

者に対する新株予約権付社債券または新株予約権証券の

発行請求の取次ぎを委託していただくこととなります。

また、当該新株予約権付社債券または新株予約権証券は、

当社がお客様に代わって受領し、これをお客様に交付す

るか、もしくは保護預り口座等でお預りします。 

(2) お客様は、振替新株予約権付社債または振替新株予約権

の取扱い廃止に際し、振替機関が定める場合には、振替

機関が取扱い廃止日におけるお客様の名称および住所そ

の他の情報を発行者に通知することにつき、ご同意いた

だいたものとして取り扱います。 

第 60 条（振替新株予約権付社債に係る振替口座簿記載事項の

証明書の交付請求） 

(1) お客様（振替新株予約権付社債権者である場合に限りま

す。）は、当社に対し、振替口座簿のお客様の口座に記載

または記録されている当該振替新株予約権付社債につい

ての振替法第 194 条第 3 項各号に掲げる事項を証明した

書面（振替法第222条第3項に規定する書面をいいます。）

の交付を請求することができます。 

(2) お客様は、前項の書面の交付を受けたときは、当該書面

を当社に返還するまでの間は、当該書面における証明の

対象となった振替新株予約権付社債について、振替の申

請または抹消の申請をすることはできません。 

(3) 上記(1)の場合は、当社所定の手続料をいただきます。 
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第 61 条（振替口座簿記載事項の証明書の交付または情報提供

の請求） 

(1) お客様は、当社に対し、当社が備える振替口座簿のお客

様の口座に記載または記録されている事項を証明した書

面（振替法第 277 条に規定する書面をいいます。）の交付

または当該事項に係る情報を電磁的方法により提供をす

ることを請求することができます。 

(2) 当社は、当社が備える振替口座簿のお客様の口座につい

て、発行者等の利害関係を有する者として法令に定めら

れている者から、正当な理由を示して、お客様の口座に

記載または記録されている事項を証明した書類の交付ま

たは当該事項に係る情報を電磁的方法により提供するこ

との請求を受けたときは、直接または振替機関を経由し

て、当該利害関係を有する者に対して、当該事項を証明

した書類の交付または当該事項に係る情報を電磁的方法

による提供をします。 

(3) 上記(1)の場合は、当社所定の手続料をいただきます。 

第 62 条（当社の連帯保証義務） 

振替機関が、振替法等に基づき、お客様（振替法第11 条第

2 項に定める加入者に限ります。）に対して負うこととされ

ている、次の各号に定める義務の全部の履行については、

当社がこれを連帯して保証いたします。 

①振替有価証券の振替手続きを行った際、振替機関におい

て、誤記帳等により本来の数量より超過して振替口座簿に

記載または記録されたにもかかわらず、振替法に定める超

過記載または記録に係る義務を履行しなかったことにより

生じた振替有価証券の超過分（当該振替有価証券を取得し

た者のないことが証明された分を除きます。）の償還金、利

金、解約金および収益分配金の支払いをする義務 

②分離適格振決国債、分離元本振決国債または分離利息振

決国債の振替手続きを行った際、日本銀行において、誤記

帳等により本来の残額より超過して振替口座簿に記載また

は記録されたにもかかわらず、振替法に定める超過記載ま

たは記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた分

離元本振決国債および当該国債と名称および記号を同じく

する分離適格振決国債の超過分の元金の償還をする義務ま

たは当該超過分の分離利息振決国債および当該国債と利子

の支払期日を同じくする分離適格振決国債の超過分（振決

国債を取得した者のないことが証明された分を除きます。）

の利子の支払いをする義務 

③その他、振替機関において、振替法に定める超過記載ま

たは記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた損

害の賠償義務 

第 63 条（振替有価証券の一部の銘柄の取扱いを行わない場

合の通知） 

(1) 当社は、振替機関において取り扱う振替有価証券のうち、

当社が指定販売会社となっていない投資信託受益権の銘

柄その他当社が定める一部の振替有価証券の取扱いを行

わない場合があります。 
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(2) 当社は、当社における振替有価証券の取扱いについて、

お客様にその取扱いの可否を通知します。 

第 64 条（機構非関与銘柄の振替の申請） 

お客様の口座に記載または記録されている機構非関与銘柄

（機構の社債等に関する業務規程により、償還金および利

金を取り扱う銘柄以外の銘柄の一般債をいいます。）につい

て、お客様が振替の申請を行う場合には、あらかじめ当社

に対し、その旨をお申し出いただきます。 

第 65 条（他の口座管理機関等から振替を受けた一般債の取

扱い） 

(1) 他の口座管理機関等から振替を受けた一般債について、

当社が募集・売出し等の取扱いを行っていなかった銘柄

である場合等は、買取りの請求に応じられない場合があ

ります。 

(2) 上記(1)の場合、当該銘柄に関する情報を提供できない場

合があります。 

第 7 章 株式ミニ投資 

第 66 条（売買の方法） 

(1) お客様が当社との間で行う株式ミニ投資に係る取引につ

いては、次の各号に定めるところにより行うものとしま

す。 

①お客様が本章の規定に基づいて売買注文を行うことがで

きる株式は、単元株制度採用銘柄の中から当社が選定する

銘柄（以下本章において「選定銘柄」といいます。）としま

す。 

②当社とお客様との間の株式ミニ投資に係る取引は、当社

をお客様の相手方とする売買とします。 

③当社とお客様との間の株式ミニ投資は、お客様が選定銘

柄の中から指定した銘柄について、金融商品取引所が定め

る 1 売買単位の 10 分の 1単位の株式の持分（以下「取引単

位」といいます。）またはその整数倍の株数を、当社との間

で売買するものとします。ただし、同一営業日において、

同一銘柄につき、1 取引単位の 9 倍を超える買付けまたは

売付けを行うことはできません。 

なお、第 77 条①に基づく権利処理により生じる取引単位に

満たない株数の売付については、その株数をもって行うこ

とができます。 

④お客様は、本章の規定に基づき売買注文を行うに際し、

その都度、次に掲げる事項を当社に明示するものとします。 
イ. 銘柄 
ロ. 買付けまたは売付けの区別 
ハ. 数量 

(2) 次の各号に掲げる場合は、当社は、各号に定めるところ

に従い、所定の期間、お客様からの注文の受付けを停止

いたします。 

①売買規制等などにより、当社が金融商品市場において当

該選定銘柄の売付注文または買付注文の執行ができない場
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合は、注文の受付けは行わないものとします。 

②当該選定銘柄の発行者が定款に定める単元株式数の変更、

株式分割、株式併合を行う場合などは、当社は一定の期間、

売付注文または買付注文の受付けは行わないものとします。 

③当該選定銘柄の発行者の事業年度の末日が接近した場合

は、事業年度の末日前の当社があらかじめお知らせする期

間は、原則として、売付注文または買付注文の受付けは行

わないものとします。 

④上記①から③の場合のほか、やむを得ない事由が生じた

場合は、当該事由が解消するまでの間、売付注文または買

付注文の受付けは行わないものとします。 

第 67 条（売買の執行時期および価格） 

お客様が当社との間で行う取引の売買注文の執行について

は、次の各号に定めるところにより行うものとします。 

①本章の規定に基づくお客様と当社との間の売買は、当社

における注文受付最終時間の翌取引日において成立するも

のとし、売買価格は、当社における注文受付最終時間の翌

取引日の当社が定める金融商品取引所（以下、本章におい

て「指定金融商品取引所」といいます。）における始値とし

ます。 

②本章において「取引日」とは、指定金融商品取引所にお

いて売買立会が行われる日をいいます。 

③本章において「営業日」とは、当社の営業日をいいます。 

④上記①の定めるところにかかわらず、当社における注文

受付最終時間の翌取引日に、指定金融商品取引所において

当該選定銘柄の取引が成立しなかった場合には、選定銘柄

に係る売買注文は自動的にその効力を失い、本章の規定に

基づくお客様と当社との間の売買は成立しなかったものと

します。 

⑤株式ミニ投資に係る取引については、上記④の場合を除

き、当社における注文受付最終時間の翌取引日を約定日と

します。 

第 68 条（受渡しその他の決済方法） 

取引成立後の受渡しなどの処理については、次の各号に定

めるところによります。 

①本章の規定に基づき、選定銘柄の買付注文を行ったお客

様は、約定日から起算して 4 営業日目の日の午前 9 時まで

に、買付株式の代金および第 71 条①に規定する取扱料を当

社に交付するものとします。 

②本章の規定に基づき、選定銘柄の売付注文を行ったお客

様は、約定日から起算して 4 営業日目の午前 9 時までに当

該売付株式に係る株式ミニ投資の残高をあらかじめ有して

いなければなりません。 

第 69 条（管理および名義） 

お客様が株式ミニ投資に係る取引により取得した株式の管

理等の取扱いについては、次の各号に定めるところによる

ものとします。 

①本章の規定によって買付けた株式（以下「ミニ投資株式」

といいます。）は、当社が株式ミニ投資のために開設する口
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座で他のお客様の持分等と合わせて管理します。 

②当社は、ミニ投資株式を機構で管理いたします。 

③本章の規定にもとづくミニ投資株式の名義は当社株式ミ

ニ投資口とします。 

④当該株式の所有権、その果実に対する請求権その他当該

株式に係る権利については、当該株式の受渡日よりお客様

に帰属するものとします。 

⑤当社は、お客様の持分が単元株式数に達したときは、当

社が定める日に、単元株と単元未満株式とに区分すること

とし、当該単元株については本章の規定の適用を受けない

ものとします。 

⑥当社は本章に基づいてお預りしているミニ投資株式につ

いては、お客様に返還することはできません。 

第 70 条（配当金・増資・株式分割などの権利処理） 

お客様の買付けに係るミニ投資株式の権利処理については、

次の各号に定めるところによります。 

①ミニ投資株式に係る配当金および権利交付金等の果実な

らびに株式分割など諸権利で取得する株式は、当社が代

わって受領し、当該権利の基準となった日における株式数

に応じて比例按分のうえ、お客様の保護預り口座に繰り入

れてお預かりいたします。 

②上記①に基づく按分の結果生じる 1 株に満たない端数株

式は、株式発行の効力発生の日後、適正な価格をもって処

分し、お客様の保護預り口座に繰り入れます。 

③ミニ投資株式に関し、新株予約権（ミニ投資株式と同一

の種類の株式を目的とするものに限ります。以下同じ。）が

付与される場合は、当該権利の基準となる日におけるお客

様の当該選定銘柄の持株数に応じて比例按分したうえ、権

利落ちとして指定金融商品取引所が定める期日にすべて当

社が買い取るものとし、お客様の保護預り口座に繰り入れ

てお預りいたします。 

④上記③において当社が買取る当該新株予約権の買取価額

は、次に掲げる算式により算出された価額とします。 

⑤上記③において、当社が当該新株予約権を買取った場合

には、買取価額から諸経費を差し引いた額を当該銘柄の権

利付売買最終日における売買取引の決済日の翌営業日にお

客様名義の保護預り口座に繰入れてお預かりいたします。 

⑥当社は、株主優待等の名目で発行者から支給される物品そ

の他のもの（以下、「株主優待物等」といいます。）について

は、お客様に代わって受領のうえ、遅滞なく換金し、これを

お客様の当該権利の基礎となった日における持分に応じて

比例按分し、保護預り口座に繰り入れてお預かりいたします。 

⑦当社は、ミニ投資株式について株式有償割当などが行わ

旧株式の 
権利株数 

× 権利付売買最終
日の旧株式終値

－

権利付売買最終
日の旧株式終値

1＋新株式割当率

＋ 新株式
払込額 ×

新株式
割当率
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れる場合、お客様からの有償割当に対する申込みに応じな

いものとします。 

⑧上記①から⑦に規定する諸権利の処理計算に係る明細に

ついては、当該処理後遅滞なくお客様に報告書を交付しま

す。ただし、当該諸権利の処理計算を行った後に最初に到

来する取引残高報告書交付時に、当該処理計算に係る報告

を行うこととさせていただくことがあります。 

⑨当社は、ミニ投資株式について共益権として付与される

議決権などについては、これを行使しないものとし、かつ、

お客様からの指示にも応じないものとします。 

⑩当社は、株式ミニ投資に係る残高について、お客様によ

る次に掲げる請求には応じられません。 
イ. 発行者への単元未満株式買取請求の取次ぎ 
ロ. 他の口座の残高との合算 
ハ. 他のお客様の口座への振替指図 
ニ. 他のお客様の口座からのお客様口座への振替 
ホ. 当社または他のお客様への質権その他の担保権の設定 
へ. 他のお客様からの質権その他の担保権の受入れ 

⑪ミニ投資株式について、この条に規定のない権利等が付

与される場合には、当社が適当と認める方法により処理い

たします。 

第 71 条（諸料金等） 

取引の執行に関する料金および支払い期日は、次の各号に

定めるところによります。 

①当社は、株式ミニ投資については、当社所定の取扱料そ

の他の賦課金を第 68 条に定める受渡しのときに申し受け

ます。 

②第 70 条に基づく株式配当および新株予約権の売却につ

いては、上記①に準じて取扱うものとします。 

第 72 条（選定銘柄の除外） 

(1) 選定銘柄が次の各号のいずれかに該当したときは、当社

は当該銘柄を当社の選定銘柄から除外することができる

ものとします。この場合、当社は、当該選定銘柄の残高

（持分）を有するお客様に、遅滞なく通知するものとし

ます。 

①当該選定銘柄の発行者が法律の規定による会社の更生、

再生、もしくは破産をすることとなったときまたは営業活

動を停止したとき 

②当該選定銘柄が上場廃止となったとき 

③当該選定銘柄の発行者が単元株制度を廃止したとき 

④機構が取扱い有価証券としなくなったとき 

⑤当該選定銘柄の残高（持分）を有するお客様の口座数が

当社の定める所定の口座数以下となったとき 

⑥その他当社が必要と認めるとき 

(2) 上記(1)の規定により選定銘柄から除外される場合には、

除外が決定された以降については当該銘柄の売却の申込

に限り本章の規定に基づき取扱うものとします。 

(3) 上記(1)の規定により選定銘柄から除外された以降も当

該銘柄の残高（持分）が存在する場合には、原則として、
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本章の規定に準じて遅滞なく当社が買取り、お客様の当

該選定銘柄に係る残高（持分）を換金のうえお客様にお

支払いいたします。なお、当該銘柄が上場廃止となり、

上場廃止日以降においても本章の規定に基づき買付けを

行った当該銘柄の残高（持分）が存在する場合には、原

則として、指定金融商品取引所で取引された最終日の終

値（気配表示が行われているときは、当該最終気配値段）

をもって処分するまたは当社が買い取ることにより、遅

滞なくお客様の当該銘柄に係る残高（持分）を換金のう

えお客様にお支払いいたします。 

第 73 条（お取扱いの制限など） 

(1) お客様の株式ミニ投資に係る残高（持分）が事業年度の

末日などの権利確定日において 1 売買単位に達した場合、

1 単位の整数倍に係る残高（持分）については、お客様

の申し出の如何にかかわらず、本章の適用を受けない株

式として、引き続きお預りします。 

(2) お客様は、上記(1)において本章の適用を受けないことと

なる株式をもって株式ミニ投資に係る売付けに充当する

ことはできません。 

(3) お客様は、株式ミニ投資によらない株式について、本章

に基づく株式とし、または売付けに充当することはでき

ません。 

(4) お客様は本章の適用をうけている残高（持分）のうち 1

売買単位に満たない株式については、次の請求を行うこ

とはできません。 

①会社法第 192 条第１項に基づき、発行者に対し単元未満

株式の買取請求権を行使すること 

②株式ミニ投資により取得した 1 売買単位に満たない残高

（持分）について本章の適用を受けない株式とすること。

ただし、当社が必要と認める場合を除きます。 

(5) お客様は、本章に基づくミニ投資株式について、管理目

的の変更を行うことはできません。 

第 8 章 株式累積投資 
第 74 条 （金銭の払込み） 

(1) 株式累積投資に関する契約を締結したお客様は株式の買

付けにあてるため、毎月、1 銘柄につき 1 回当たりあら

かじめお客様が申し出た一定額の金銭（以下、本章にお

いて「払込金」といいます。）を払込むものとします。 

(2) 払込金の額は、1 万円以上の金額で 100 万円に満たない

額とします。 

(3) お客様は、当社所定の手続きにより申し出ることにより、

いつでも払込金の額を変更することがきます。 

(4) 払込金がお客様の給与等から控除した金銭である場合は、

お客様の事業主と当社との間における「株式累積投資の

事務の取扱いに関する覚書」にもとづいて、事業主が当

社に払込みます。 

(5) 上記(1)および(2)にかかわらず、お客様のうち当社の定
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める金融商品取引業者（以下「指定金融商品取引業者」

といいます。）は、1円以上の金銭を払込むことができる

ものとします。 

第 75 条 （払込みの休止） 

(1) お客様は、当社所定の手続きによって払込みの休止を申

し出ることにより、いつでも払込みを休止することがで

きます。 

(2) 上記(1)の場合、 当社所定の手続きによって払込みの再

開を申し出ることにより、いつでも払込みの再開をする

ことができます。 

第 76 条 （買付株式の選定） 

(1) 本章の規定によって買付けのできる株式は、当社が選定

する銘柄（以下、本章において「選定銘柄」といいます。）

とします。 

(2) お客様は、選定銘柄の中から指定した 1 以上の銘柄（以

下「指定銘柄」といいます。）について買付けの申込みを

行うものとします。ただし、指定銘柄の数は、当社が定

める銘柄数を超えることはできません。 

(3) 上記(2)でお客様が複数の銘柄を指定銘柄とするときに

は、各指定銘柄の払込金の額をあらかじめ申し出ること

とします。 

(4) お客様は、当社所定の手続きによって申し出ることによ

り、いつでも指定銘柄を変更することができます。 

第 77 条 （買付けの方法） 

(1) 当社は、お客様の一の指定銘柄の払込金とこの契約を締

結し同一の銘柄を指定された他のお客様の払込金を合算

した金額をもって、当社が選定銘柄ごとにあらかじめ指

定した国内の金融商品取引所が開設する取引所金融商品

市場（以下、本章において「指定金融商品取引所」とい

います。）において、当該指定銘柄の株式の共同買付けを

行います。 

(2) 当社は、上記(1)の規定に関わらず、全お客様の払込金の

総額により買付けを行うことが可能な当該指定銘柄の総

株数に対し、当社内において対当させることが可能な場

合には、当社内で当該指定銘柄の株式の共同買付けに対

当させることがあります。 

(3) 上記(1)の買付けに際し、全お客様の払込金の総額につい

て株式の買付価額の総額に満たない金額が生ずるときは、

当社がその差額を払込むことによりお客様と共同して買

付けるものとします。 

(4) 当社は、買付けに際し、当社の定める所定の手数料に消

費税等を加えた額の金銭をお客様の当該買付けに係る払

込金の中から申し受けます。 

第 78 条 （買付時期および価額） 

(1) 当社は、指定金融商品取引所においてお客様からの払込金

の受入れにもとづいて生じた預り金をもって買付けを行

う場合は、次の各号によって買付注文の執行を行います。 

① 払込金の受入日が「前月の26日（休日の場合は翌営業日）
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から起算して 4 営業日目」から「当月の 12 日（休日の場合

は翌営業日）から起算して 3 営業日目（入金締切日）」まで

の間のものにつき原則として入金締切日の翌々営業日（買付

執行日）に、指定金融商品取引所において原則として取引開

始時刻までに成行きで、買付注文の執行を行います。 

② 払込金の受入日が「当月の12日（休日の場合は翌営業日）

から起算して 4 営業日目」から「当月 26 日（休日の場合は

翌営業日）から起算して 3 営業日目（入金締切日）」までの

間のものにつき原則として入金締切日の翌々営業日（買付執

行日）に、指定金融商品取引所において原則として取引開始

時刻までに成行きで、買付注文の執行を行います。 
(2) 当社は、お客様からの払込金の受入れに基づいて生じた

預り金をもって行う買付けに対し当社内で対当させる場
合は、次の各号によって買付注文の執行を行います。 

① 払込金の受入日が「前月の 26 日（休日の場合は翌営業

日）から起算して 4 営業日目」から「当月の 12 日（休日の

場合は翌営業日）から起算して３営業日目（入金締切日）」

までの間のものにつき原則として入金締切日の翌々営業日

（買付執行日）に、原則として指定金融商品取引所におけ

る前日の終値で、当社が保有する当該銘柄に対し対当させ

ることにより、買付注文の執行を行います。 

② 払込金の受入日が「当月の 12 日（休日の場合は翌営業

日）から起算して４営業日目」から「当月の 26 日（休日の

場合は翌営業日）から起算して３営業日目（入金締切日）」

までの間のものにつき原則として入金締切日の翌々営業日

（買付執行日）に、原則として指定金融商品取引所におけ

る前日の終値で、当社が保有する当該銘柄に対し対当させ

ることにより、買付注文の執行を行います。 
(3) 上記(1)の買付けについて、売買取引が成立しない場合に

は、当社は、翌営業日に、指定金融商品取引所において
原則として取引開始時刻までに成行きで、買付注文の執
行を行います。また、翌営業日以降、売買取引が成立し
ない場合も、同様の方法で買付注文の執行を行うものと
します。 

(4) 上記(1)の買付けについて、当該買付銘柄の株価下落等に
より、当社の発注した株数が、当該買付銘柄を指定銘柄
とするお客様の払込金を合算した金額をもって買付ける
べき株数に不足した場合には、当社は、当該不足分につ
いて買付注文の執行を翌営業日の取引開始時刻までに成
行きで行うものとします。 

(5) 上記(1)の買付けについて、当該買付銘柄にストップ高値
での買付約定しかなく、かつ比例配分となって、約定株
数が当該買付銘柄を指定銘柄とするお客様の払込金を合
算した金額をもって買付けるべき株数に不足した場合に
は、当社は当該不足分について、買付注文の執行を翌営
業日の取引開始時刻までに成行きで行うものとします。 

(6) 上記(4)および(5)の場合において、一の指定銘柄につい
て、約定単価が複数となった場合には、お客様の当該指
定銘柄の買付価額はその加重平均価額とします。 

(7) 上記(1)および（2）の買付注文の約定日から起算して 4
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営業日目を当該株式の買付日とします。 
(8) 当社は、買付ける銘柄について売買規制等により上記(1)

から(5)の買付注文の執行ができない場合は、当該買付注
文の執行が可能となったときに遅滞なく買付注文を執行
するものとします。ただし、お客様が買付する銘柄が合
併・併合、株式移転・交換その他の理由により、買付注
文の執行が当社の通常業務方法として困難である場合に
は、当社が通常業務方法として買付注文の執行が可能と
なったときに速やかに買付注文を執行するものとします。 

(9)本条における買付注文の執行について、発注株数等執行方
法は、当社が定める方法によるものとします。 

(10)当社は、お客様の 1 回当りの払込金の額（お客様が複数
の銘柄を指定銘柄としている場合においては、払込金の
総額、以下この条において同じ）が、お客様があらかじ
め申し出ている 1 回当りの払込金の額に達しないときは、
お客様の当該払込金に係る買付けについて、指定銘柄（お
客様が複数の銘柄を指定銘柄としている場合においては、
指定銘柄全て）の買付けを行わないものとします。 

第 79 条 （持分） 

(1) お客様は、買付けた株式につき共同して所有権を有し、

払込金の割合に応じて持分を有することになります。こ

の場合、第 77 条 (３)によって当社が払込む差額につい

ては、その金額の割合に応じて当社の持分といたします。 

(2) お客様の持分は、原則として、小数点以下第 7 位を切り

上げて確定いたします。 

(3) 当該株式の所有権、その果実に対する請求権その他当該

株式に係る権利については当該株式の買付日よりお客様

に帰属するものとします。 

(4) この章の規定にもとづく株式の名義は当社株式累積投資

口名義といたします。 

(5) 上記(1)から(3)にかかわらず、当社株式累積投資口名義

の株式に係る発行会社に対する権利の行使は当社が行う

ものとします。なお、お客様は、当該株式に係る発行会

社の各株主総会における議決権の行使について、当社に

対して何らの指示も与えることはできません。   

(6) お客様は、当社株式累積投資口名義の株式のお客様に係

る持分について、当社に対して次に掲げる事項の請求は

できません。 

① 発行会社への単元未満株式買取請求の取次ぎ 

② お客様の他の口座の残高との合算 

③ お客様の他の口座への振替指図 

④ 当社または第三者への質権その他の担保権の設定 
(7) お客様は、共有持分について、他人に譲渡しまたは担保

に差入れる等一切の処分をすることはできません。 

第 80 条 （売却） 
(1) 当社がお客様より売却の申込みを受けたときには、当社

がその相手方となってお客様の持分を買取るものとしま
す。ただし、当社は、お客様の持分が当社の親会社株式
に係る持分であるときには、お客様の持分についての売
却注文を指定金融商品取引業者に取次ぐものとします。
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この場合、指定金融商品取引業者が、お客様の持分を買
取るものとし、当社は、お客様の売却に際し、委託手数
料等をお客様の持分の売却代金の中から申し受けます。 

(2) 上記(1)において、この章の規定にもとづき買付けを行っ
た株式の持分のうち当該買付注文の約定日に買付約定し
た持分について当該約定日と同日において売却の申込み
はできません。 

(3) 上記(1)における当社の買取価額は、原則として、売却申
込日の翌営業日における始値に買取株数を乗じた金額か
ら買取手数料に消費税等を加えた金額を控除した価額と
します。 

(4) 上記(3)における買取手数料の額は、当社の定める所定の
取扱料の額とします。 

(5) 上記(1)の買取りに際して、当社は当該株式の売買単位未
満の持分の売却の申込みを受付けます。また、お客様は
当該持分の一部の売却申込みをするときには原則として
整数の株数で指定するものとします。 

(6) 当社がお客様から売却の申込みを受け、当社又は指定金融
商品取引業者が当該持分を買取ったときには、当社は買取
価額（指定金融商品取引業者が当該持分を買取ったときに
は、買取価格から委託手数料等を差引いた額）を、買取日
から起算して4営業日目にお客様にお支払いします。 

第 81 条（株式の管理） 

(1) この章の規定によって買付けた株式は、これを当社が株

式累積投資のために開設する口座において他のお客様の

持分等と合わせて管理します。 

(2) お客様は、この章の規定以外によって取得した株式を、

この章の規定にもとづく株式とすることはできません。

ただし、この章の規定にもとづく株式とすることが適当

であると当社が特に認める場合は、この限りではありま

せん。 

(3) 当社は、当該株式を機構で管理いたします。 

(4) 上記(1)により管理する株式については、次の事項につき

ご同意いただいたものとしてお取り扱いします。 

① お預りした株式と同銘柄の株式に対し、その株数に応じ

て共有権または、準共有権を取得すること。 

② お預りしている株式を返還または売却換金するときは、

同銘柄の株式をお預りしている他のお客様と協議を要しな

いこと。 
(5) 当社は、お客様の持分が単元株式数に達したときには、

単元株に分割することとし、当該単元株についてはこの
章の適用を受けないものとします。 

第 82 条（配当金・増資・株式分割等諸権利処理） 

(1) 共有株式に係る配当金、権利交付金等の果実よび株式分

割等諸権利で取得する株式は、お客様に代わって当社が

受領のうえ、これをお客様の当該権利の基準となった日

における持分に応じて比例按分し、株式累積投資口座に

繰入れてお預りいたします。お預り金は、株式累積投資

口座に繰入れ後、第 77 条および第 78 条の規定に準じて

買付けを行うことにより再投資いたします。 
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(2) 当社は、共有株式について新株予約権（共有株式と同一

の種類の株式を目的とするものに限る。以下同じ。）が付

与された場合は、当該新株予約権を当該権利の基準とな

る日におけるお客様の当該株式に係る持分に応じて比例

按分したうえ、権利落ちとして指定金融商品取引所が定

める期日に全て当社が買取るものとします。 

(3) 上記（2)において当社が買取る当該新株予約権の買取価

額は下の算式により算出された価額とします。 

(4) 当社は、上記(2)において、当社が当該新株予約権を買

取った場合には、買取価額から諸経費を差引いた額を、

当該銘柄の権利付売買最終日における売買取引の決済日

の翌営業日にお客様の株式累積投資口座に繰入れてお預

りいたします。お預り金は、株式累積投資口座に繰入れ

後、第 77 条および第 78 条の規定に準じて買付けを行う

ことにより再投資いたします。 

(5) 当社は、株主優待物等については、お客様に代って受領

のうえ、遅滞なく換金し、これをお客様の当該権利の基

準となった日における持分に応じて比例按分し、株式累

積投資口座に繰入れてお預りいたします。お預り金は、

株式累積投資口座に繰入れ後、第 77 条および第 78 条の

規定に準じて買付けを行うことにより再投資いたします。 

(6) 当社は、上記(５)の株主優待物等の換金ついては、容易

に換金できるものとして当社が認める株主優待物等をお

客様に代わって受領し、当社の定める方法により換金す

ることとします。 

(7) 当社は、共有株式について、株式、新株予約権付社債ま

たは新株予約権証券の株主優先募入に係る株主の権利お

よび新株予約権付社債または新株予約権証券の株主割当

発行に係る株主の権利は行使しないものとします。 

(8) 上記(1)、(2)、(4)および(5)において、再投資に係る預

り金は、円単位未満を切り捨てることにより確定いたし

ます。 

(9) 上記(1)、(2)、(4)および(5)において、預り金を株式累

積投資口座に繰入れたときに、お客様が当該銘柄を指定

銘柄としていない場合あるいは株式累積投資に関する契

約が解約されている場合には、当社はお客様の当該銘柄

について再投資を行わないものとします。 

(10)お客様は、新株に係る持分について、当社が当該新株を

受領し、当該権利の基準となった日におけるお客様の持

分に応じて比例按分し配分を行います。なお、お客様は、

当該発行会社の当該新株の新旧合併まで当該持分を売却

することはできません。 
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(11)共有株式について、この条に規定のない権利等が付与さ

れる場合には、当社が適当と認める方法により処理いた

します。 

第 83 条 （株式累積投資口座管理料） 
(1) 当社は、お客様が株式累積投資口座を設定したときは、

その設定時および設定後 1年を経過するごとに当社所定
の株式累積投資口座管理料をいただきます。ただし、設
定後 1年の期間の計算は、株式累積投資口座を設定し、
第１回目の払込金の払込みがあった翌月から起算します。 

(2) 当社は、当社が定める場合、株式累積投資口座管理料を
無料とすることがあります。 

(3) 当社は、上記(1)の場合、配当金、権利交付金、売却代金
等の預り金があるときは、それから充当することがあり
ます。また、株式累積投資口座管理料のお支払いがない
ときは、お客様の持分の返還および売却換金のご請求に
応じないことがあります。 

(4) 上記(1)の料金の計算期間の中途で株式累積投資口座を
解約された場合は、(1)の料金はお返ししません。ただし、
第 102 条(2)②により(1)の料金の計算期間の中途で解約
する場合は、(1)の料金から株式累積投資口座を設定して
いた期間（解約した月を除き月数で計算します）に相当
する額を控除した金額をお返しします。 

第 84 条 （選定銘柄の除外） 
(1) 選定銘柄が次の各号のいずれかに該当したときには、当

社は当該銘柄を当社の選定銘柄から除外することができ
るものとします。この場合、当該選定銘柄の共有持分を
有するお客様に遅滞なく通知するものとします。 

① 当該選定銘柄の発行者が法律の規定による会社の更生、

再生若しくは破産をすることとなったときまたは営業活動

を停止したとき 

② 当該選定銘柄が上場株券であるときは上場廃止となっ

たとき 

③ 当該選定銘柄の買付口座数が当社の定める所定の口座

数以下となり、1 年間経過したとき 

④ 一定期間売買取引が成立しない等その他当社が必要と

認めるとき 
(2) 上記(1)の規定により選定銘柄が除外された時以降も当

該銘柄の残高（持分）が存在する場合には、原則として、
本章の規定に準じて遅滞なく当社が買取り、お客様の当
該選定銘柄に係る残高（持分）を換金のうえお客様にお
支払いいたします。なお、当該銘柄が上場廃止となり、
上場廃止日以降においても本章の規定に基づき買付けを
行った当該銘柄の残高（持分）が存在する場合には、原
則として、指定金融商品取引所で取引された最終日の寄
値（気配表示が行われているときは、当該最終気配値段）
をもって処分するまたは当社が買取ることにより、遅滞
なくお客様の当該銘柄にかかる残高（持分）を換金のう
えお客様にお支払いいたします。また、お客様の株式累
積投資口座に当該選定銘柄の買付けに係る払込金等があ
るときは、あわせてお客様にお返しします。 
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第 9 章 国内外貨建債券取引 

第 85 条（国内外貨建債券に関する権利の処理） 

当社に保管された国内外貨建債券の権利の処理については、

次の各号に定めるところによります。 

①当社に保管された国内外貨建債券の利子および償還金

（記名式債券に係る利子および償還金を除きます。以下同

じ。）は当社が代わって受領し、お客様あてにお支払いしま

す。ただし、保護預り契約または振替口座管理契約に基づ

いて当社に保管している有価証券の利子などの受取方法に

ついての特約にはこの国内外貨建債券の利子または償還金

のうち外貨で支払われることとされているものは含めない

ものとします。また、支払手続において、当社が当該国内

外貨建債券の発行者の国内の諸法令または慣行などにより

費用を徴収されたときは、当該費用はお客様の負担とし、

当該利子または償還金から控除するなどの方法によりお客

様から徴収します。 

②国内外貨建債券に関し新株引受権（新株引受権証券を除

きます。）が付与される場合は、原則として売却処分のうえ、

その売却代金を上記①の規定に準じて処理します。 

③転換権付社債の転換権行使によりお客様が指示しない場

合には、外国証券取引口座約款に定めるところに従うもの

とします。 

④国内外貨建債券に関し、上記①および②以外の権利が付

与される場合は、お客様がとくに要請した場合を除きすべ

て売却処分のうえ、その売却代金を上記①の規定に準じて

処理します。 

⑤債権者集会における議決権の行使または異議の申立てに

ついては、お客様の指示に従います。ただし、お客様が指

示しない場合には、当社は議決権の行使または異議の申立

てを行いません。 

第 86 条（諸料金等） 

お客様の指示による特別の扱いについては、当社の要した

実費をそのつど当社に支払うものとします。 

第 87 条（外貨の受払いなど） 

国内外貨建債券の取引に係る外貨の授受は、原則として、

お客様が自己名義で開設する外貨預金勘定と当社が指定す

る当社名義の外貨預金勘定との間の振替の方法により行い

ます。 

第 88 条（金銭の授受） 

(1) 国内外貨建債券の取引に関して行う当社とお客様との間

における金銭の授受は、円貨または当社が応じ得る範囲

内でお客様が指定する外貨によります。この場合におい

て、外貨と円貨との換算は、別に取決めまたは指定のな

い限り、換算日における当社が定めるレートによります。 

(2) 上記(1)の換算日は、売買代金については約定日、第 85

条①から④までに定める処理に係る決済については当社

がその全額の受領を確認した日とします。 
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第 10 章 投資信託受益権等の累積投資取引 

第 89 条（金銭の払込み） 

(1) お客様は、投資信託受益権の取得にあてるため、随時そ

の代金（以下「払込金」といいます。）を当該累投口に払

込むことができます。なお一部の累投口には、第 92 条に

係る返還金による他のコースへの払込（以下「スイッチ

ング」といいます。）ができる場合があります。 

(2) 払込金の単位については、各投資信託受益権の目論見書

等に記載の金額でその口座に払込むことができます。た

だし、当社が別の契約で定める場合はこの限りではあり

ません。 

第 90 条（買付方法、時期および価額） 

(1) 当社は、お客様から投資信託受益権の取得のお申込みが

あった場合には、目論見書記載の基準及び方法に従い、

遅滞なく当該投資信託受益権をお客様に代って取得しま

す。ただし、取得申込日が目論見書に記載の申込不可日

にあたる場合は、取得申込の取扱いはできません。 

(2) 上記（1）の取得価額は当該投資信託受益権の目論見書に

記載の価額となります。なお、販売手数料等がある投資

信託受益権の場合は目論見書等に記載の手数料および消

費税等相当額を加えた価額とします。ただし、当社が別

の契約で定める場合においては、この限りではありませ

ん。 

(3) 取得の時期については、各目論見書等に記載の時間まで

にお申込いただいた場合、当日のお申込としてお客様に

代って取得し、目論見書等に記載の受渡日までに払込金

を受入れます。ただし、当社が別の契約で定める場合に

おいては、この限りではありません。 

(4) 取得された投資信託受益権の所有権およびその収益分配

金または元本に対する請求権は、当該取得のあった日か

らお客様に帰属するものとします。 

第 91 条（収益分配金の再投資） 

投資信託受益権の収益分配金は、お客様に代って当社が受

領のうえ、お客様の当該累投口に繰入れ、原則としてその

お手取り金額をもって目論見書に記載の価額により同一種

類の投資信託受益権の買付を無手数料で行います。なお、

当社所定の手続きを行った場合は再投資を停止できるもの

とします。 

また、毎日決算を行う追加型公社債投資信託については、

目論見書に記載の方法に従い再投資を行い、再投資を停止

することはできません。 

第 92 条（返還） 

(1) 当社は、お客様から投資信託受益権の返還の請求があっ

た場合には、これを換金のうえその代金を返還します。

ただし、目論見書に記載の換金請求不可日にあたる場合

は、返還請求の取扱いはできません。換金価額および換

金手数料等については、各目論見書等に記載の方法に従

い取扱います。 
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(2) クローズド期間のある投資信託受益権について、当該ク

ローズド期間中の上記(1)は、原則として取扱いできませ

ん。ただし、次の各号のいずれかに該当するときにおい

て委託会社が認める場合には可能となることがあります。 
① お客様が天災地変その他不可抗力により財産の大部

分を滅失されたとき 
② お客様が破産手続開始の決定を受けたとき 
③ その他上記①②に準ずる事由があるものとして、委

託会社が認めるとき 
(3) 前各項の請求は、目論見書等に記載の方法に従ってこれを

行い、返還請求日から起算して目論見書等に記載の受渡日

からその代金をお客様に返還します。なお、スイッチング

の場合、当該返還金についてはお客様にお支払いすること

なくご指定のコースへのお申込金額に充当します。 

第 93 条（定期引出） 

投資信託受益権のうち、当社が認める銘柄について、お客

様が所定の手続きをとることにより、当該投資信託受益権

の一部を換金して定期的返還を受ける契約（以下「定期引

出契約」といいます。）を当社と締結することができます。 

第 94 条（その他） 

(1) 当該投資信託受益権が償還されたときは、償還価額に基

づいて算出された金額を償還日から起算して５営業日以

内の日に返還します。ただし、別途目論見書に記載があ

る場合はその限りではありません。 

(2) 投資信託受益権の累積投資取引に関する事項で本章に記

載の無い事項は各投資信託受益権の目論見書の定めに従

います。 

(3) 既に累投口をご利用のお客様が申込時に交付を受けてい

る各「自動けいぞく投資約款」に基づく取扱いは、本章

に基づく取扱いとして引続きご利用いただけます。 

(4) 国債貯蓄コースについては、利用開始時に交付を受けて

いる「自動けいぞく投資約款」を引続きご利用いただけ

ます。 

(5) 株式累積投資コースについては、第８章の規定に従うも

のとします。 

第 11 章 振込先指定方式 

第 95 条（指定預貯金口座の取扱い） 

(1) お客様があらかじめ指定する預貯金口座（以下｢指定預貯

金口座｣といいます。）の名義は、当社におけるお客様の

口座名義と同一としていただきます。 

(2) すでに当社に振込先指定の預貯金口座をお届け出になっ

ている場合においても、本章に基づいて指定された口座

を指定預貯金口座として取り扱わせていただきます。 

(3) 上記(2)にかかわらず、利金・収益分配金（以下、本章に

おいて「利金等」といいます。）について「振込先指定書」

などで振込先の預貯金口座を指定されている場合は、と

くにお客様からその旨の指示がないときは、利金等に限
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り従前のご指定による口座を指定預貯金口座として取り

扱わせていただきます。 

第 96 条（指定預貯金口座の確認） 

(1) お客様が第 95 条により振込先の預貯金口座を指定され

たときは、当社は速やかに「指定預貯金口座ご確認のお

願い」をお客様に送付いたしますので、その記載内容を

十分ご確認ください。 

万一、記載内容に相違があるときは速やかに当社にお申

し出ください。 

(2) 当社が上記(1)の「指定預貯金口座ご確認のお願い」を送

付した後の 1 週間は、振込請求を受けましても、指定預

貯金口座への金銭の振込ができないことがあります。 

第 97 条（指定預貯金口座の変更） 

(1) 指定預貯金口座を変更されるときは、当社所定の用紙に

よって届け出ていただきます。 

(2) 変更申込み受付後の取扱いは、第 95 条および第 96 条に

準じて行うものとします。 

第 98 条（金銭の振込の指示） 

(1) 金銭の振込については、お客様からその都度、本章に基

づき口頭、電話などでご指示いただけます。 

なお、上記のご指示を受けたとき当社は、当社所定の方

法によりお客様ご自身からの指示であることを確認する

ことがあります。 

(2) 利金等について、あらかじめ当社所定の手続により振込

を希望されている場合は、上記(1)のご指示をいただかず

に指定預貯金口座に振込みます。 

第 99 条（受入書類等） 

第98条に基づき振込をする場合は、その都度の出金請求受

領書の受入は不要といたします。 

第 100 条（振込手数料） 

振込に係る手数料は、当社所定の額をお客様に負担してい

ただく場合があります。 

第 12 章 雑則 

第 101 条（お客様が決済を履行されない場合） 

(1) お客様が金融商品取引所、日本証券業協会、または当社

が定める時限までに買付代金もしくは売付け有価証券等

をお預けいただけない場合には、当社は任意に売買契約

を解除し、またはお客様の計算において反対売買を行う

ことができるものとします。 

(2) 当社が上記(1)またはお客様とのその他の取引において、

お客様の債務不履行等を起因とした損害をこうむった場

合には、当社はお客様のために占有する金銭および有価

証券等をもってその損害に充当し、なお不足があるとき

は、その不足額の支払いをお客様に対し請求することが

できるものとします。 

(3) 上記(2)にいう当社がお客様のために占有する金銭が円
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貨以外の場合で、当社が円貨による充当が必要と判断し

たときには、当該損害の充当を行う日の当社が定める

レートにより円貨に換えて充当を行うものとします。 

(4) 上記(3)の規定は、当社がお客様のために占有する金銭と、

当社が充当を要する損害の金銭が異なる通貨の場合にも

準用します。 

第 102 条（取扱いの解約） 

(1) この約款における各契約および取扱いは、次の各号のい

ずれかに該当したとき解約されるものとします。 

①お客様から解約のお申出があった場合（融資等の契約に

基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きま

す）。 

②この約款の変更にお客様が同意されない場合。 

③口座管理料（株式累積投資口座管理料を含む）の計算期

間が満了したときに有価証券等の残高がない場合（融資等

の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を

除きます）。 

④お客様が暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的

勢力に該当すると認められ、当社が解約を申し出た場合。 

⑤お客様が、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当

な要求行為等を行い、当社が契約を継続しがたいと認めて

解約を申し出た場合。 

⑦その他契約を解除することが適当と認められる事由とし

て当社が定める事由に該当したとき、または、やむを得な

い事由により、当社がお客様との取引の継続が望ましくな

いと判断した場合において、当社が解約を申し出た場合。 

(2) 株式累積投資および累投口の契約については、上記(1)

に定める事由以外に次の各号のいずれかに該当したとき

に解約されるものといたします。 

①払込金が引続き 1 ヵ年を超えて払込まれなかった場合。

ただし、前回買付の日から 1 ヵ年以内にお客様の有価証券

等の果実または償還金によって指定された有価証券等の買

付ができる場合、お客様が第 75 条の規定に従って払込みの

休止を申し出ている場合の株式累積投資の契約、または定

期引出契約が締結されている場合の累投口の契約について

は、この限りではありません。 

②当社が累積投資業務を営むことができなくなった場合。 

③株式累積投資の契約については、株式累積投資口座管理

料の計算期間が満了したときにお客様の持分がない場合、

お客様から第 83 条に規定する株式累積投資口座管理料が

支払われず、当社から相当の期間を定めて通知したにもか

かわらず支払われなかった場合、および、お客様の指定銘

柄が第 84 条の規定に従い当社が選定する銘柄から除外さ

れた場合で、お客様が当該指定銘柄以外の銘柄を指定して

いなかった場合。 

④累投口の契約については、当累投口に係る投資信託受益

権が償還された場合。 

⑤お客様が有価証券等の買付代金の全部または一部の払込

みを引き続き３ヵ月を超えて行わなかった場合。ただし、
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①ただし書きに規定する契約があるもの（以下のイからニ

までの全ての条件を満たす場合を除きます。）についてはこ

の限りではありません。 
イ. 報告書等が転居先不明等により返戻されていること 
ロ. 報告書等が返戻されてから１年を超えて買付代金の

払込または売却がないこと 
ハ. お客様の所在について、当社が確認の努力をしたに

もかかわらず、不明であること 
ニ. お預り残高が少額（１万円未満）であること 

(３)振込先指定口座について振込先金融機関の都合（合併、

店舗統廃合など）によりお客様の預貯金口座が抹消され

た場合、指定預貯金口座の取扱いは解約されます。 

第 103 条（解約に伴う返還手続き） 

(1) 各契約が解約されたときには、当社は、所定の方法によ

り遅滞なくお客様の有価証券等、持分および金銭を取扱

店にてお客様に返還いたします。 

(2) 振替有価証券については、お客様の指定する口座管理機

関等への振替を行います。 

(3) お預かりしている有価証券等について本券での返還、も

しくはお客様の指定する口座管理機関等への振替ができ

ない場合は、当該有価証券等を換金し、所定の経費を差

し引いた金銭を引き渡すことにより、返還にかえるもの

といたします。 

第 104 条（届出事項の変更） 

(1) 名称、住所、代表者の役職氏名等およびお届印の変更な

ど申込事項に変更があったときは、その旨を当社にお申

し出のうえ、当社所定の方法により遅滞なくお手続きい

ただきます。 

(2) 上記(1)のお申し出があった場合は、当社は、登記簿謄本、

印鑑証明書そのほか必要と認める書類などをご提出いた

だくことがあります。 

(3) お客様の届出事項に変更があった場合は、当社はその手

続きが完了したのち、金銭および保護預り有価証券等の

返還、振替有価証券の振替または抹消、契約の解約のご

請求に応じさせていただきます。 

(4) お客様が上記(1)の住所変更の届出をされない場合にお

いて、当社からの諸通知が到着しなくなった日から起算

して１年以上を経過したとき、当社はお客様の口座を廃

止し、お客様の金銭等を当社所定の方法により、専用の

口座で保管することがあります。また、当社は専用の口

座で保管することとなった日から起算して 10 年以上経

過したとき、お客様の金銭等の返還に応じられない場合

があります。 

(5) 第４条で当社に届出いただいている内容に変更があった

ときは、その旨を当社にお申し出のうえ、当社所定の方

法により遅滞なくお手続きいただきます。 

第 105 条（通知の効力） 

お客様のお届出住所あてに、当社によりなされた諸通知が、

当社の責に帰すことのできない事由により、延着し、また
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は到着しなかった場合においては、通常到着すべきときに

到着したものとして取り扱うことができるものとします。 

第 106 条（通話の録音） 

当社は、お客様から有価証券の売買その他の取引等を受注

等する際に、お客様との通話を録音することがあります。

録音された個人情報は、個人情報の保護に関する基本方針

に従って厳正に管理いたします。 

第 107 条（免責事項） 

(1) 当社は、次に掲げる場合にお客様に生じた損害について

は、当社はその責めを負わないものといたします。 

①お客様が第 104 条の変更手続きを怠るか、または変更の

届出が遅延したことにより生じた損害。 

②当社所定の請求受領書などに押なつされた印影とお届印

の印鑑とを相当の注意をもって照合し、相違ないものと認

めて、お預りした有価証券等または金銭を返還したこと、

または振替有価証券をお客様の指定する口座管理機関等へ

振替えたことにより生じた損害。 

③当社が第 98 条のお客様からのご指示により金銭を指定

預貯金口座へ振込んだあとに発生した損害。 

④所定の手続により返還のお申し出がなかったため、また

は印影がお届印と相違するためにお預りした有価証券等ま

たは金銭を返還しなかったこと、または振替有価証券をお

客様の指定する口座管理機関等へ振替えなかったことによ

り生じた損害。 

⑤お預り当初から保護預り証券について瑕疵またはその原

因となる事実があった場合。 

⑥保護預り証券について、お預かりした後に株券の失効等

により無効となった場合。 

⑦第 18 条(6)③のご通知を行ったにもかかわらず、所定の

期日までに名義書換または返還請求などの手続きにつきご

依頼がなかった場合。 

⑧天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為替

市場の閉鎖などの不可抗力と認められる事由により、売買

の執行、金銭の授受または寄託の手続などが遅延し、また

は不能となったことにより生じた損害。 

⑨電信または郵便の誤謬、遅滞などの当社の責に帰すこと

のできない事由により生じた損害。 

第 108 条（合意管轄） 

お客様と当社の間でこの契約に関して訴訟の必要が生じた

場合、当社は、当社本店または支店の所在地を管轄する裁

判所を指定することができるものとします。 

第 109 条（この約款の変更） 

(1) この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他

必要が生じたときに改定されることがあります。 

(2) 当社は、改定の内容が、お客様の従来の権利を制限し、

またはお客様にあらたな義務を課すことになる場合には、

その改定事項をお客様に通知いたします。ただし、改定

の影響が軽微であると判断されるときは、上記の通知に
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代えて、当社ホームページ等または時事に関する事項を

掲載する日刊新聞紙に掲載する方法による場合がありま

す。 

(3) 上記(2)の通知または掲載があった場合、所定の期日まで

にお客様から異議の申し立てがないときは、当社は、約

款の改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 

 
以上 

平成 22 年 1 月 1日改定 
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外国証券取引口座約款 

第 1 章 総則 

（約款の趣旨） 

第 １ 条 この約款は、お客様（以下「申込者」という。）と

日興コーディアル証券株式会社（以下「当社」という。）の

間で行う外国証券（日本証券業協会又は金融商品取引所が

規則に定める外国証券をいう。以下同じ。）の取引に関する

権利義務関係を明確にするための取決めです。 

２ 申込者は、外国証券の国内取引所金融商品市場における

売買その他の取引（以下「国内委託取引」という。）、外国

証券の売買注文を我が国以外の金融商品市場（店頭市場を

含む。以下同じ。）に取り次ぐ取引（以下「外国取引」とい

う。）及び外国証券の国内における店頭取引（以下「国内店

頭取引」という。）並びに外国証券の当社への保管（当該外

国証券の発行に係る準拠法において、当該外国証券に表示

されるべき権利について券面を発行しない取扱いが認めら

れ、かつ、券面が発行されていない場合における当該外国

証券に表示されるべき権利（以下「みなし外国証券」とい

う。）である場合には、当該外国証券の口座に記載又は記

録される数量の管理を含む。以下同じ。）の委託について

は、この約款に掲げる事項を承諾し、自らの判断と責任に

おいてこれを行うものとします。 

  なお、上記の国内委託取引、外国取引及び国内店頭取引

については、信用取引に係る売買及び信用取引により貸付

けを受けた買付代金又は売付有価証券の弁済に係る売買を

除くものとします。 

（外国証券取引口座による処理） 

第 ２ 条 申込者が当社との間で行う外国証券の取引に関し

ては、売買の執行、売買代金の決済、証券の保管その他を

「外国証券取引口座」（以下「本口座」という。）により処

理します。 

（遵守すべき事項） 

第 ３ 条 申込者は、当社との間で行う外国証券の取引に関

しては、国内の諸法令並びに当該証券の売買を執行する国

内の金融商品取引所（以下「当該取引所」という。）、日本

証券業協会及び決済会社（株式会社証券保管振替機構その

他当該取引所が指定する決済機関をいう。以下同じ。）の定

める諸規則、決定事項及び慣行中、外国証券の売買に関連

する条項に従うとともに、外国証券の発行者（預託証券に

ついては、預託証券に係る預託機関をいう。以下同じ。）が

所在する国又は地域（以下「国等」という。）の諸法令及び

慣行等に関し、当社から指導のあったときは、その指導に

従うものとします。 
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第 2 章 外国証券の国内委託取引 

（外国証券の混蔵寄託等） 
第 ４ 条 申込者が当社に寄託する外国証券（外国株式等
及び外国新株予約権を除く。以下「寄託証券」という。）は、
混蔵寄託契約により寄託するものとします。当社が備える
申込者の口座に当該申込者が有する数量が記録又は記載さ
れる外国株式等及び外国新株予約権（以下「振替証券」と
いう。）については、当社は諸法令並びに決済会社の定め
る諸規則、決定事項及び慣行中、外国証券の売買に関連す
る条項に基づき、顧客の有する権利の性質に基づき適切に
管理するものとします。 

２ 寄託証券は、当社の名義で決済会社に混蔵寄託するもの

とし、寄託証券が記名式の場合は、決済会社が当該寄託証

券の名義を決済会社の指定する名義に書き換えます。振替

証券は、次項に規定する現地保管機関における当社に係る

口座に記載又は記録された当該振替証券の数量を、当該現

地保管機関における決済会社の口座に振り替え、当該数量

を記載又は記録するものとします。 

３ 前項により混蔵寄託される寄託証券又は決済会社の口座に

振り替えられる振替証券（以下「寄託証券等」という。）は、

当該寄託証券等の発行者が所在する国等又は決済会社が適当

と認める国等にある保管機関（以下「現地保管機関」という。）

において、現地保管機関が所在する国等の諸法令及び慣行並

びに現地保管機関の諸規則等に従って保管又は管理します。 

４ 申込者は、第１項の寄託又は記録若しくは記載について

は、申込者が現地保管機関が所在する国等において外国証

券を当社に寄託した場合を除き、当社の要した実費をその

都度当社に支払うものとします。 

（寄託証券に係る共有権等） 
第４条の２ 当社に外国証券を寄託した申込者は、当該外国
証券及び他の申込者が当社に寄託した同一銘柄の外国証券
並びに当社が決済会社に寄託し決済会社に混蔵保管されて
いる同一銘柄の外国証券につき、共有権を取得します。現
地保管機関における当社に係る口座に外国株式等を記載又
は記録された申込者は、当該現地保管機関における決済会
社の口座に記載又は記録された数量に応じて、適用される
準拠法の下で当該申込者に与えられることとなる権利を取
得します。 

２ 寄託証券に係る申込者の共有権は、当社が申込者の口座に

振替数量を記帳した時に移転します。振替証券に係る申込

者の権利は、当社が申込者の口座に振替数量を記載又は記

録した時に移転します。 

（寄託証券等の我が国以外の金融商品市場での売却又は交付等） 

第 ５ 条 申込者が寄託証券等を我が国以外の金融商品市場

において売却する場合又は寄託証券等の交付を受けようと

する場合は、当社は、当該寄託証券等を現地保管機関から

当社又は当社の指定する保管機関（以下、「当社の保管機

関」という。）に保管替えし、又は当社の指定する口座に
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振り替えた後に、売却し又は申込者に交付します。 

２ 申込者は、前項の交付については、当社の要した実費を

その都度当社に支払うものとします。 

（上場廃止の場合の措置） 
第 ６ 条 寄託証券等が当該取引所において上場廃止とな
る場合は、当社は、当該寄託証券等を上場廃止日以後、現
地保管機関から当社又は当社の指定する保管機関に保管替
えし、又は当社の指定する口座に振り替えます。 

２ 前項の規定にかかわらず、上場廃止となる寄託証券等に

ついて、有価証券としての価値が失われたことを決済会社

が確認した場合には、あらかじめ決済会社が定める日まで

に申込者から返還の請求がない限り、決済会社が定めると

ころにより当該寄託証券等に係る券面が廃棄されることに

つき、申込者の同意があったものとして取り扱います。 

（配当等の処理） 

第 ７ 条 寄託証券等に係る配当（外国投資信託受益証券等の

収益分配、外国投資証券等の利益の分配及び外国受益証券発

行信託の受益証券等の信託財産に係る給付を含む。以下同

じ。）、償還金、寄託証券等の実質的又は形式的な保有者の行

為に基づかずに交付されるその他の金銭（発行者の定款その

他の内部規則若しくは取締役会その他の機関の決定、決済会

社の規則又は外国証券取引口座に関する約款等により、寄託

証券等の実質的又は形式的な保有者の行為があったものとみ

なされ、それに基づき交付される金銭を含む。以下同じ。）等

の処理は、次の各号に定めるところによります。 

(1) 金銭配当の場合は、決済会社が受領し、配当金支払取

扱銀行（外国投資信託受益証券等、外国投資証券等及び外

国受益証券発行信託の受益証券等にあっては分配金支払取

扱銀行。以下同じ。）を通じ申込者あてに支払います｡ 
(2) 株式配当（源泉徴収税（寄託証券等の発行者が所在す
る国等において課せられるものを含む。以下同じ。）が課せ
られる場合の株式分割、無償交付等を含み、外国投資信託受
益証券等、外国投資証券等、カバードワラント、外国株預託
証券及び外国受益証券発行信託の受益証券等に係るこれら
と同じ性質を有するものを含む。以下同じ。）の場合は、次
のａ又はｂに定める区分に従い、当該ａ又はｂに定めるとこ
ろにより、取り扱います。 
 ａ 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするもので
あると決済会社が認める場合以外の場合 
   決済会社が、寄託証券等について、株式配当に係る株
券の振込みを指定し、申込者が源泉徴収税額相当額の支払い
をするときは、当該株式配当に係る株券を決済会社が受領し、
当社を通じ本口座に振り込むものとし、１株（外国投資信託
受益証券等、外国投資証券等及び外国受益証券発行信託の受
益証券等にあっては１口（投資法人債券に類する外国投資証
券等にあっては１証券）、カバードワラントにあっては１カ
バードワラント、外国株預託証券にあっては１証券。以下同
じ。）未満の株券及び決済会社が振込みを指定しないとき又
は決済会社が振込みを指定し申込者が国内において課せら
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れる源泉徴収税額相当額を支払わないときは、決済会社が当
該株式配当に係る株券を売却処分し、売却代金を株式事務取
扱機関（外国投資信託受益証券等及び外国受益証券発行信託
の受益証券等にあっては受益権事務取扱機関、外国投資証券
等にあっては投資口事務取扱機関又は投資法人債事務取扱
機関、カバードワラントにあってはカバードワラント事務取
扱機関。以下同じ。）を通じ申込者あてに支払います。ただ
し、申込者が寄託証券等の発行者が所在する国等において課
せられる源泉徴収税額相当額を所定の時限までに支払わな
いときは、原則として当該株式配当に係る株券又は株券の売
却代金は受領できないものとします。 
 ｂ 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするもので
あると決済会社が認める場合 
   申込者は源泉徴収税額相当額を支払うものとし、当該
株式配当に係る株券を決済会社が受領し、当社を通じ本口座
に振り込むものとします。ただし、１株未満の株券は、決済
会社が売却処分し、売却代金を株式事務取扱機関を通じ申込
者あてに支払うものとします。 
(3) 配当金以外の金銭が交付される場合は、決済会社が受領
し、株式事務取扱機関を通じ申込者あてに支払うものとします。 
(4) 第２号の寄託証券等の発行者が所在する国等において
課せられる源泉徴収税額相当額の支払いは円貨により行う
ものとし、外貨と円貨との換算は、決済会社又は当社が定め
るレートによります。ただし、当社が同意した場合には、外
貨により支払うことができるものとします。 

２ 申込者は、前項第１号に定める配当金、同項第２号ａ及

びｂに定める売却代金並びに同項第３号に定める金銭（以

下「配当金等」という。）の支払方法については、当社所定

の書類により当社に指示するものとします。 

３ 配当金等の支払いは、すべて円貨により行います（円位

未満の端数が生じたときは切り捨てる。）。 

４ 前項の支払いにおける外貨と円貨との換算は、配当金支払

取扱銀行（第１項第１号に定める配当金以外の金銭について

換算する場合にあっては、株式事務取扱機関。以下この項に

おいて同じ。）が配当金等の受領を確認した日に定める対顧

客直物電信買相場（当該配当金支払取扱銀行がこれによるこ

とが困難と認める場合にあっては、受領を確認した後に、最

初に定める対顧客直物電信買相場）によります。ただし、寄

託証券等の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等によ

り、外貨の国内への送金が不可能若しくは困難である場合に

は、決済会社が定めるレートによるものとします。 

５ 第１項各号に規定する配当等の支払手続において、決済会

社が寄託証券等の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等

により費用を支払った場合の当該費用は、申込者の負担とし、

配当金から控除するなどの方法により申込者から徴収します。 

６ 配当等に関する調書の作成、提出等については、諸法令の定

めるところにより株式事務取扱機関及び決済会社が行います。 

７ 決済会社は、第１項及び第３項の規定にかかわらず、外貨事

情の急変、外国為替市場の閉鎖等の事由により配当金等の支払
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いを円貨により行うことができない場合は、配当金等の支払い

を当該事由が消滅するまで留保すること又は外貨により行うこ

とができるものとします。この場合において、留保する配当金

等には、利息その他の対価をつけないものとします。 

（新株予約権等その他の権利の処理） 

第 ８ 条 寄託証券等に係る新株予約権等（新たに外国株券

等の割当てを受ける権利をいう。以下同じ。）その他の権利

の処理は、次の各号に定めるところによります。 
(1)  新株予約権等が付与される場合は、次のａ又はｂに定
める区分に従い、当該ａ又はｂに定めるところにより、取り
扱います。 
 ａ 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするもので
あると決済会社が認める場合以外の場合 
   申込者が所定の時限までに新株式（新たに割り当てら
れる外国株券等をいう。以下同じ。）の引受けを希望するこ
とを当社に通知し、当社を通じ決済会社に払込代金を支払う
ときは、決済会社は申込者に代わって当該新株予約権等を行
使して新株式を引き受け、当社を通じて本口座に振り込むも
のとし、申込者が所定の時限までに新株式の引受けを希望す
ることを当社に通知しないとき又は決済会社が当該新株予
約権等を行使することが不可能であると認めるときは、決済
会社が当該新株予約権等を売却処分します。ただし、当該寄
託証券等の発行者が所在する国等の諸法令若しくは慣行等
により又は市場の状況により、決済会社が当該新株予約権等
の全部又は一部を売却できないときは、当該全部又は一部の
新株予約権等はその効力を失います。 
 ｂ 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするもので
あると決済会社が認める場合 
   決済会社が新株予約権等を受領し、当社を通じ本口座
に振り込みます。この場合において、申込者が所定の時限ま
でに新株式の引受けを希望することを当社に通知し、当社を
通じ決済会社に払込代金を支払うときは、決済会社は申込者
に代わって当該新株予約権等を行使して新株式を引き受け、
当社を通じて本口座に振り込むものとし、申込者が所定の時
限までに新株式の引受けを希望することを当社に通知しな
いときは、新株式の引受けは行えないものとします。 
(2) 株式分割、無償交付、減資又は合併による株式併合等
（源泉徴収税が課せられるものを除き、外国投資信託受益証
券等、外国投資証券等、カバードワラント、外国株預託証券
及び外国受益証券発行信託の受益証券等に係るこれらと同
じ性質を有するものを含む。）により割り当てられる新株式
は、決済会社が受領し、当社を通じ本口座に振り込みます。
ただし、１株未満の新株式については、決済会社がこれを売
却処分します。 
(3) 寄託証券等の発行者が発行する当該寄託証券等以外の
株券が分配される場合は、決済会社が当該分配される株券の
振込みを指定し申込者が源泉徴収税額相当額の支払いをす
るときは、当該分配される株券を決済会社が受領し、当社を
通じ本口座に振り込むものとし、１株未満の株券及び決済会
社が振込みを指定しないとき又は決済会社が振込みを指定
し申込者が国内において課せられる源泉徴収税額相当額を



 
 
 

― 56 ― 
 

支払わないときの当該分配される株券は、決済会社が売却処
分し、売却代金を株式事務取扱機関を通じ顧客に支払うもの
とします。ただし、申込者が寄託証券等の発行者が所在する
国等において課せられる源泉徴収税額相当額を所定の時限
までに支払わないときは、原則として当該分配される株券又
は株券の売却代金は受領できないものとします。 
(4) 前３号以外の権利が付与される場合は、決済会社が定
めるところによります。 
(5) 第１号ａ、第２号及び第３号により売却処分した代金
については、前条第１項第２号ａ並びに同条第２項から第５
項まで及び第７項の規定に準じて処理します。 
(6) 第１号の払込代金及び第３号の寄託証券等の発行者が所
在する国等において課せられる源泉徴収税額相当額の支払いは
円貨により行うものとし、外貨と円貨との換算は、決済会社又
は当社が定めるレートによります。ただし、当社が同意した場
合には、外貨により支払うことができるものとします。 

（払込代金等の未払い時の措置） 

第 ９ 条 申込者が、新株予約権等の行使に係る払込代金そ

の他外国証券の権利行使を行うため又は株式配当を受領す

るため当社に支払うことを約した代金又は源泉徴収税額相

当額を、所定の時限までに当社に支払わないときは、当社

は、任意に、申込者の当該債務を履行するために、申込者

の計算において、当該引受株券の売付契約等を締結するこ

とができるものとします。 

（議決権の行使） 

第１０条 寄託証券等（外国株預託証券を除く。以下この条

において同じ。）に係る株主総会（外国投資信託受益証券等

及び外国受益証券発行信託の受益証券等に係る受益者集会

並びに外国投資証券等に係る投資主総会及び投資法人債権

者集会を含む。以下同じ。）における議決権は、申込者の指

示により、決済会社が行使します。ただし、この指示をし

ない場合は、決済会社は議決権を行使しません。 

２ 前項の指示は、決済会社の指定した日までに株式事務取

扱機関に対し所定の書類により行うものとします。 

３ 第１項の規定にかかわらず、寄託証券等の発行者が所在

する国等の法令により決済会社が当該寄託証券等に係る株

主総会における議決権の行使を行えない場合の議決権は、

申込者が株式事務取扱機関に対し提出する所定の書類を決

済会社が当該発行者に送付する方法により、申込者が行使

するものとします。 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、決済会社は、寄託証

券等の発行者が所在する国等の法令により、決済会社が当該

寄託証券等に係る株主総会においてその有する議決権を統

一しないで行使することができない場合又は申込者が当該

寄託証券等に係る株主総会に出席して議決権を行使するこ

とが認められている場合においては、議決権の行使に関する

取扱いについて別に定めることができるものとします。 
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（外国株預託証券に係る議決権の行使） 

第１０条の２ 外国株預託証券に表示される権利に係る外国

株券等に係る株主総会における議決権は、申込者の指示によ

り、当該外国株預託証券の発行者が行使します。ただし、こ

の指示をしない場合は、当該発行者は議決権を行使しません。 

２ 前条第２項の規定は、前項の指示について準用するもの

とします。 

３ 第１項の規定にかかわらず、外国株預託証券に表示される

権利に係る外国株券等の発行者が所在する国等の法令により

当該外国株預託証券の発行者が当該外国株券等に係る株主総

会における議決権の行使を行えない場合の議決権は、申込者

が株式事務取扱機関に対し提出する所定の書類を決済会社が

当該外国株預託証券の発行者を通じて当該外国株券等の発行

者に送付する方法により、申込者が行使するものとします。 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、決済会社は、外国株預

託証券に表示される権利に係る外国株券等の発行者が所在する

国等の法令により、決済会社を通じて当該外国株預託証券の発

行者が当該外国株券等に係る株主総会においてその有する議決

権を統一しないで行使することができない場合又は申込者が当

該外国株券等に係る株主総会に出席して議決権を行使すること

が認められている場合においては、議決権の行使に関する取扱

いについて別に定めることができるものとします。 

（株主総会の書類等の送付等） 

第１１条 寄託証券等の発行者から交付される当該寄託証券

等（外国株預託証券を除く。）又は外国株預託証券に表示さ

れる権利に係る外国株券等に係る株主総会に関する書類、

事業報告書その他配当、新株予約権等の付与等株主（外国

投資信託受益証券等及び外国受益証券発行信託の受益証券

等にあっては受益者、外国投資証券等にあっては投資主又

は投資法人債権者、外国株預託証券にあっては所有者）の

権利又は利益に関する諸通知は、株式事務取扱機関が申込

者の届け出た住所あてに送付します。 

２ 前項の諸通知の送付は、当該取引所が認めた場合には、時事

に関する事項を掲載する日刊新聞紙による公告又は株式事務取

扱機関に備え置く方法に代えることができるものとします。 

第 3 章 外国証券の外国取引及び国内店頭取引並びに
募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

（売買注文の執行地及び執行方法の指示） 

第１２条 申込者の当社に対する売買の種類、売買注文の執

行地及び執行方法については、当社の応じ得る範囲内で申

込者があらかじめ指示するところにより行います。 

（注文の執行及び処理） 

第１３条 申込者の当社に対する売買注文並びに募集及び売

出し又は私募に係る外国証券の取得の申込みについては、
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次の各号に定めるところによります。 
(1) 外国取引並びに募集及び売出し又は私募に係る外国証
券の取得の申込みについては、当社において遅滞なく処理さ
れる限り、時差等の関係から注文発注日時と約定日時とがず
れることがあります。 
(2) 当社への注文は、当社が定めた時間内に行うものとします。 
(3) 国内店頭取引については、申込者が希望し、かつ、当
社がこれに応じ得る場合に行います。 
(4) 外国証券の最低購入単位は、当社の定めるところとします。 
(5) 当社は、売買等の成立を確認した後、遅滞なく申込者
あてに契約締結時交付書面等を送付します。 

（受渡日等） 

第１４条 取引成立後の受渡し等の処理については、次の各

号に定めるところによります。 
(1) 外国取引については、執行地の売買注文の成立を、当
社が確認した日（その日が休業日に当たる場合は、その後の
直近の営業日）を約定日とします。 
(2) 外国証券の売買に関する受渡期日は、当社が申込者と
の間で別途取り決める場合を除き、約定日から起算して４営
業日目とします。 

（外国証券の保管、権利及び名義） 

第１５条 当社が申込者から保管の委託を受けた外国証券の

保管、権利及び名義の取扱いについては、次の各号に定め

るところによります。 
(1) 当社は、申込者から保管の委託を受けた外国証券の保
管については、当社の保管機関に委任するものとします。 
(2) 前号に規定する保管については、当社の名義で行われ
るものとします。 
(3) 申込者が有する外国証券（みなし外国証券を除く。）
が当社の保管機関に保管された場合には、申込者は、適用
される準拠法及び慣行の下で、当社の保管機関における当
社の当該外国証券に係る口座に記載又は記録された当該外
国証券に係る数量に応じて権利を取得し、当該取得した数
量に係る権利の性質に基づき保管されます。 
(4) 前号の規定は、みなし外国証券について準用します。
この場合において前号中「外国証券（みなし外国証券を除
く。）が当社の保管機関に保管された」とあるのは「みなし
外国証券に係る数量が当社の保管機関における当社の口座
に記載又は記録された」と、「当該外国証券に係る数量に応
じて権利を取得し」とあるのは「当該みなし外国証券に係
る数量に応じて権利を取得し」と読み替えるものとします。 
(5) 第３号の場合において、申込者は、適用される準拠法
の下で、当該外国証券に係る証券又は証書について、権利
を取得するものとします。 
(6) 申込者が有する外国証券に係る権利は、当社が本口座
に振替数量を記載又は記録した時に、当該振替数量に応じて
移転が行われるものとします。 
(7) 申込者が権利を有する外国証券につき名義人を登録す
る必要のある場合は、その名義人は当社の保管機関又は当該
保管機関の指定する者とします。 
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(8) 申込者が権利を有する外国証券につき、売却、保管替え
又は返還を必要とするときは所定の手続を経て処理します。
ただし、申込者は、現地の諸法令等により券面が返還されな
い外国証券の国内における返還は請求しないものとします。 
(9) 申込者は、前号の保管替え及び返還については、当社
の要した実費をその都度当社に支払うものとします。 
(10) 申込者が権利を有する外国証券につき、有価証券とし
ての価値が失われたことにより、当社の保管機関において、
現地の諸法令等に基づき残高の抹消が行われた場合には、本
口座の当該抹消に係る寄託残高を抹消するとともに、申込者
が特に要請した場合を除き、当該外国証券に係る券面は廃棄
されたものとして取り扱います。 

（選別基準に適合しなくなった場合の処理） 

第１６条 外国投資信託証券が日本証券業協会の定める選別

基準に適合しなくなった場合には、当社は当該外国投資信

託証券の販売を中止します。この場合においても、申込者

の希望により、当社は申込者が購入した当該外国投資信託

証券の売却の取次ぎ、又はその解約の取次ぎに応じます。 

（外国証券に関する権利の処理） 

第１７条 当社の保管機関に保管された外国証券の権利の処

理については、次の各号に定めるところによります。 
(1) 当該保管機関に保管された外国証券の配当金、利子及び収
益分配金等の果実並びに償還金は、当社が代わって受領し、申込
者あてに支払います。この場合、支払手続において、当社が当該
外国証券の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等により費
用を徴収されたときは、当該費用は申込者の負担とし当該果実又
は償還金から控除するなどの方法により申込者から徴収します。 
(2) 外国証券に関し、新株予約権等が付与される場合は、原
則として売却処分のうえ、その売却代金を前号の規定に準じ
て処理します。ただし、当該外国証券の発行者が所在する国
等の諸法令若しくは慣行等により又は市場の状況により、当
社が当該新株予約権等の全部又は一部を売却できないときは、
当該全部又は一部の新株予約権等はその効力を失います。 
(3) 株式配当、株式分割、株式無償割当、減資、合併又は
株式交換等により割り当てられる株式は、当社を通じ本口座
により処理します。ただし、我が国以外の金融商品市場にお
ける売買単位未満の株式は、申込者が特に要請した場合を除
きすべて売却処分のうえ、その売却代金を第１号の規定に準
じて処理します。 
(4) 前号の規定により割り当てられる株式に源泉徴収税が
課せられる場合には、当該規定にかかわらず、申込者が特に
要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、その売却代金を
第１号の規定に準じて処理します。 
(5) 外国証券に関し、前４号以外の権利が付与される場合
は、申込者が特に要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、
その売却代金を第１号の規定に準じて処理します。 
(6) 株主総会、債権者集会、受益権者集会又は所有者集会
等における議決権の行使又は異議申立てについては、申込者
の指示に従います。ただし、申込者が指示をしない場合には、
当社は議決権の行使又は異議の申立てを行いません。 
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(7) 第１号に定める果実に対し我が国以外において課せられ
る源泉徴収税に係る軽減税率又は免税の適用、還付その他の手
続については、当社が代わってこれを行うことがあります。 

（諸通知） 

第１８条 当社は、保管の委託を受けた外国証券につき、申

込者に次の通知を行います。 
(1) 募集株式の発行、株式分割又は併合等株主又は受益者
及び所有者の地位に重大な変化を及ぼす事実の通知 
(2) 配当金、利子、収益分配金及び償還金などの通知 
(3) 合併その他重要な株主総会議案に関する通知 

２ 前項の通知のほか、当社又は外国投資信託証券の発行者

は、保管の委託を受けた外国投資信託証券についての決算

に関する報告書その他の書類を送付します。ただし、外国

投資証券に係る決算に関する報告書その他の書類について

は、特にその内容について時事に関する事項を掲載する日

刊新聞紙への掲載が行われた場合は、申込者の希望した場

合を除いて当社は送付しません。 

（発行者からの諸通知等） 

第１９条 発行者から交付される通知書及び資料等は、当社

においてその到達した日から３年間（海外ＣＤ及び海外Ｃ

Ｐについては１年間）保管し、閲覧に供します。ただし、

申込者が送付を希望した場合は、申込者に送付します。 

２ 前項ただし書により、申込者あての通知書及び資料等の

送付に要した実費は外国投資信託証券に係るものを除き、

その都度申込者が当社に支払うものとします。 

（諸料金等） 

第２０条 取引の執行に関する料金及び支払期日等は次の各

号に定めるところによります。 
(1) 外国証券の外国取引については、我が国以外の国等の
金融商品市場における売買手数料及び公租公課その他の賦
課金並びに所定の取次手数料を第 14 条第２号に定める受渡
期日までに申込者が当社に支払うものとします。 
(2) 外国投資信託証券の募集及び売出し又は私募に係る取
得の申込みについては、ファンド所定の手数料及び注文の取
次地所定の公租公課その他の賦課金を目論見書等に記載さ
れた支払期日までに申込者が当社に支払うものとします。 

２ 申込者の指示による特別の扱いについては、当社の要し

た実費をその都度申込者が当社に支払うものとします。 

（外貨の受払い等） 

第２１条 外国証券の取引に係る外貨の授受は、原則として、

申込者が自己名義で開設する外貨預金勘定と当社が指定する

当社名義の外貨預金勘定との間の振替の方法により行います。 

（金銭の授受） 

第２２条 本章に規定する外国証券の取引等に関して行う当

社と申込者との間における金銭の授受は、円貨又は外貨（当

社が応じ得る範囲内で申込者が指定する外貨に限る。以下

同じ。）によります。ただし、利子・収益分配金および償還
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金（以下、「利子等」といいます。）の申込者による受領は、

当社の定める日までに、申込者から変更の申し出のない限

り、申込者があらかじめ指定した円貨又は外貨によります。

また、申込者が当社の定める日までに、利子等の外貨によ

る受領を指定しない場合は円貨によります。この場合にお

いて、外貨と円貨との換算は、別に取決め又は指定のない

限り、換算日における当社が定めるレートによります。 

２ 前項の換算日は、売買代金については約定日、第１７条

第１号から第４号までに定める処理に係る決済については

当社がその全額の受領を確認した日とします。 

第 4 章 雑則 

（取引残高報告書の交付） 

第２３条 申込者は、当社に保管の委託をした外国証券について、

当社が発行する取引残高報告書の交付を定期的に受けるものと

します。ただし、申込者が請求した場合には、取引に係る受渡

決済後遅滞なく交付を受ける方法に代えるものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、申込者は、当社が申込者に対

して契約締結時交付書面を交付することが法令により義務

付けられていない場合については、法令に定める場合を除

き、取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残高報告書の交付

を受けるものとします。 

３ 当社は、当社が申込者に対して取引に係る受渡決済後遅

滞なく取引残高報告書を交付することとする場合であって

も、法令に定める記載事項については、取引に係る受渡決

済後遅滞なく取引残高報告書を交付する方法に代えて、定

期的に取引残高報告書を交付することがあります。 

（届出事項） 

第２４条 申込者は、所在地、名称及び印鑑等を当社所定の

書類により当社に届け出るものとします。 

（届出事項の変更届出） 

第２５条 申込者は、当社に届け出た所在地、名称等に変更の

あったとき、又は届出の印鑑を紛失したときは、直ちにその

旨を当社所定の手続により当社に届け出るものとします。 

（届出がない場合等の免責） 

第２６条 前条の規定による届出がないか、又は届出が遅延

したことにより、申込者に損害が生じた場合には、当社は

免責されるものとします。 

（通知の効力） 

第２７条 申込者あて、当社によりなされた本口座に関する

諸通知が、転居、不在その他申込者の責に帰すべき事由に

より、延着し、又は到着しなかった場合においては、通常

到着すべきときに到着したものとして取り扱うことができ

るものとします。 
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（口座管理料） 

第２８条 申込者は、この約款に定める諸手続の費用として、

当社の定めるところにより、口座管理料を当社に支払うも

のとします。 

（契約の解除） 

第２９条 次の各号の一に該当したときは、この契約は解除

されます。 
(1) 申込者が当社に対し解約の申出をしたとき 
(2) 申込者がこの約款の条項の一に違反し、当社がこの契
約の解除を通告したとき 
(3) 第３２条に定めるこの約款の変更に申込者が同意しな
いとき 
(4) 申込者が暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的
勢力に該当すると認められ、当社が解約を申し出たとき 
(5) 申込者が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な
要求行為等を行い、当社が契約を継続しがたいと認めて、解
約を申し出たとき 
(6) 前各号のほか、契約を解除することが適当と認められる
事由として当社が定める事由に該当したとき、又は、やむを得
ない事由により当社が申込者に対し解約の申出をしたとき 

２ 前項に基づく契約の解除に際しては、当社の定める方法

により、保管する外国証券及び金銭の返還を行うものとし

ます。なお、保管する外国証券のうち原状による返還が困

難なものについては、当社の定める方法により、申込者の

指示によって換金、反対売買等を行ったうえ、売却代金等

の返還を行うものとします。 

（免責事項） 

第３０条 次に掲げる損害については、当社は免責されるも

のとします。 
(1) 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為
替市場の閉鎖等、不可抗力と認められる事由により、売買の
執行、金銭の授受又は保管の手続等が遅延し、又は不能と
なったことにより生じた損害 
(2) 電信又は郵便の誤謬、遅滞等当社の責に帰すことので
きない事由により生じた損害 
(3) 当社所定の書類に押印した印影と届出の印鑑とが相違
ないものと当社が認めて、金銭の授受、保管の委託をした証
券の返還その他の処理が行われたことにより生じた損害 

（準拠法及び合意管轄） 

第３１条 外国証券の取引に関する申込者と当社との間の権

利義務についての準拠法は、日本法とします。ただし、申

込者が特に要請し、かつ、当社がこれに応じた場合には、

その要請のあった国の法律とします。 

２ 申込者と当社との間の外国証券の取引に関する訴訟につい

ては、当社本店又は支店の所在地を管轄する裁判所のうちか

ら当社が管轄裁判所を指定することができるものとします。 
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（約款の変更） 

第３２条 この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、

その他必要が生じたときに改定されることがあります。 

２ 当社は、改定の内容が、お客様の従来の権利を制限し、

またはお客様にあらたな義務を課すことになる場合には、

その改定事項をお客様に通知いたします。ただし、改定の

影響が軽微であると判断されるときは、上記の通知に代え

て、当社ホームページ等または時事に関する事項を掲載す

る日刊新聞紙に掲載する方法による場合があります。 

３ 前項の通知または掲載があった場合、所定の期日までに

お客様から異議の申し立てがないときは、当社は、約款の

改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 

（個人データの第三者提供に関する同意） 

第３３条 申込者は、次の各号に掲げる場合に、当該各号に

定める者に対し、当該申込者の個人データ（住所、氏名、

連絡先、生年月日、所有する外国証券の数量その他当該場

合に応じて必要な範囲に限る。）が提供されることがあるこ

とに同意するものとします。 
(1) 外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果実に対
し我が国以外において課せられる源泉徴収税に係る軽減税
率又は免税の適用、還付その他の手続を行う場合 当該国等
の税務当局、当該外国証券の保管機関又はこれらの者から当
該手続に係る委任を受けた者 
(2) 預託証券に表示される権利に係る外国証券の配当金、
利子及び収益分配金等の果実に対し我が国以外において課
せられる源泉徴収税に係る軽減税率又は免税の適用、還付そ
の他の手続を行う場合 当該国等の税務当局、当該外国証券
の保管機関、当該預託証券の発行者若しくは保管機関又はこ
れらの者から当該手続に係る委任を受けた者 
(3) 外国証券又は預託証券に表示される権利に係る外国証
券の発行者が、有価証券報告書その他の国内又は我が国以外
の法令又は金融商品取引所等の定める規則（以下「法令等」
という。）に基づく書類の作成、法令等に基づく権利の行使
若しくは義務の履行、実質株主向け情報の提供又は広報活動
等を行う上で必要となる統計データの作成を行う場合 当
該外国証券の発行者若しくは保管機関又は当該預託証券に
表示される権利に係る外国証券の発行者若しくは保管機関 
(4) 外国証券の売買を執行する我が国以外の金融商品市
場の監督当局（当該監督当局の認可を受けた自主規制機関
を含む。以下この号において同じ。）が、マネー・ローンダ
リング、証券取引に係る犯則事件又は当該金融商品市場に
おける取引公正性の確保等を目的とした当該国等の法令等
に基づく調査を行う場合であって、その内容が、裁判所又
は裁判官の行う刑事手続に使用されないこと及び他の目的
に利用されないことが明確な場合 当該監督当局、当該外
国証券の売買に係る外国証券業者又は保管機関 
 

以上 
平成 22年 1月 1日改定 
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外国為替取引約款 
第１条（目的） 

この外国為替取引約款（以下「本約款」と言います。）は、

お客様と日興コーディアル証券株式会社（以下「当社」と

いいます。）との間で行う外国為替取引（次条において規定

し、以下「本取引」といいます。）の方法および権利義務関

係を明確にする目的により定めたものです。 

第 2 条（定義） 

本約款において、以下の各号に掲げる用語は、以下のとお

りの意味を有します。 
(1) 短期外国為替取引 金融商品取引法第３５条第１項第１

３号（その後の改正を含みます。）に
定められる通貨の売買（以下「通貨
の売買」といいます。）のうち、約定
日から受渡日までが当社所定の営業
日数以内の取引をいいます。 

(2) 先物外国為替取引 短期外国為替取引に該当しない約定
日から受渡日までの期間が１ヶ月未
満となる通貨の売買のうち、担保の
差入れを要しない取引をいいます。 

(3) 外国為替取引 短期外国為替取引および先物外国為
替取引を総称して、「外国為替取引」
といいます。 

(4) 個別取引     本約款に基づき行われるそれぞれの
取引をいいます。 

(5) 個別取引明細書  個別取引の合意内容を確認するため
の書面で、「外国為替取引報告書」（書
面の名称は変更されることがありま
す。）その他類似の書面を指します。 

(6) 主要外為市場 各通貨毎に定められた外国為替市場
のことをいいます。 

(7) 東京営業日 東京において銀行が営業を行い、か
つ外国為替市場が開かれている日を
いいます。 

(8) 通貨営業日 各個別取引において取引の対象と
なっている通貨の主要外為市場にお
いて、銀行が営業を行いかつ外国為
替市場が開かれている日をいいます。
ただし、ユーロについては、TARGET2
が通常の業務を行っている日をいい
ます。 

(9) 営業日 東京営業日でかつ通貨営業日である
日をいいます。 

(10) スポットレート 外国為替市場における銀行間のス
ポット取引レートをいいます。ス
ポット取引とは、原則２営業日後に
受渡が行われる取引をいい、かかる
受渡日は各通貨毎に通貨営業日を考
慮した市場慣行によって決定されま
す。 

(11) 買い通貨（金額） お客様が購入する通貨（金額）をい
い、各個別取引明細書において定め
ます。 
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(12) 売り通貨（金額） お客様が売却する通貨（金額）をい
い、各個別取引明細書において定め
ます。 

(13) 受渡日 通貨の売買の買い手と売り手の間で
買い通貨と売り通貨の受渡を行う日
をいい、各個別取引明細書において
定めます。 

(14) 市中金利 市場における各通貨の資金取引に付
される金利をいいます。なお、遅延
損害金等を算出する際は、市場慣行
に基づいて日割り計算します。 

第 3 条（個別取引の約定・取引報告と確認） 

個別取引の約定は、お客様および当社双方の口頭による合

意によって成立します。 

２ 当社は、個別取引の約定後、合意した契約内容を確認す

るための個別取引契約書として、速やかに当該個別取引

に係る個別取引明細書をお客様に交付します。 

３ お客様は、交付を受けた個別取引明細書の内容を確認し、

合意した契約内容と相違がある場合には直ちに当社に連

絡を行います。 

第 4 条（受渡口座） 

本取引に係る受渡は、全て当社におけるお客様の口座を通

じて行うこととし、当該口座における記帳をもって受渡が

完了したとみなします。 

第 5 条（債務不履行時の処理） 

お客様または当社において次の各号の事由が一つでも生じ

た場合には、全ての個別取引は、一切の通知、催告を要せ

ず、当該事由の発生時点で自動的に解除されます。 

(1) 破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始、もし

くは会社更生手続開始またはこれらに類似する手続の開

始の申立があったとき。 

(2) 業務執行決定機関が解散について決議を行ったとき、ま

たはその他解散の効力が生じたとき。 

(3) 一般に支払を停止したとき。 

(4) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

(5) 差押、保全差押、仮差押などの命令、通知が発送された

とき、または競売の申立を受けたとき。 

(6) 住所変更の通知を怠るなどその責めに帰すべき事由に

よって相手方にその所在が不明となったとき。 

２ お客様に、次の各号の事由が一つでも生じた場合は、当

社は、お客様に対し、当該事由発生の旨を記載した書面

による通知を行います。お客様が当該通知を受領された

日の翌東京営業日までにその事由が治癒されないときに

は、当社は、お客様と当社との間の一部または全ての個

別取引を解除することができます。当該解除の事実を告

知する通知の効力は、当該通知の発送の日に発生します。 

(1) 本取引に基づき当社に支払うべき金額の支払を履行しな

かったとき。 

(2) 本取引に基づく前号以外の債務を期限に履行しなかった

とき。 
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(3) お客様と当社との間で本約款以外の契約に基づき先物

外国為替取引を行っている場合において、当該先物外国

為替取引に関する一切の債務を履行しなかったとき。 

(4) その他債権の保全を著しく損なう事由が生じたとき、ま

たは本取引もしくは当社との間のその他の取引に関し重

大な違背が認められたとき。 

(5) 本取引上当社に対して負う債務の存在を一部でも否認し、

または弁済能力がないことを認めたとき。 

第 6 条（解除による清算） 

前条に基づきお客様と当社との間の一部または全ての個別

取引が解除される場合（以下、前条各項に規定する事由の

発生当事者を「事由発生当事者」、その相手方を「相手方」、

個別取引が解除される日を「解除日」といいます。）には、

解除された個別取引全てについて次項以下の規定に従った

処理または計算を行います。当該処理または計算は、当社

が誠実かつ商業的に合理的な方法で行うこととします。 

２ 解除される個別取引の約定為替レートを基に、買い通貨

および売り通貨の金利、並びに解除日から各個別取引の

受渡日までの残存期間を勘案し、各個別取引の受渡日を

解除日として為替レートを再計算します。次に、当該再

計算した為替レートを用い、各個別取引の買い通貨金額

または売り通貨金額の一方の金額を固定した場合の他方

の金額を再計算します。以上の再計算に基づき修正され

た各個別取引を、解除日において当社が定める為替レー

トにより反対売買し、結果として発生した差額を損益と

して、次項以下の規定に沿って清算します。ただし、差

額が円貨以外の場合には当社が定める為替レートで円貨

換算します。 

３ 前項の規定により算出された各個別取引の損益を合計し、

①お客様の受取（益金）となった場合には、当該合計金

額がお客様の当社に対する債権となり、②お客様の支払

（損金）となった場合には、当該合計金額がお客様の当

社に対する債務となります。 

４ 前項に従い計算された債権債務について、お客様または

当社（いずれか、債務者となった者）はその債務を解除

日に相手方に支払うこととします。 

５ 前項の支払いが解除日に実行されなかった場合には、①

債務者となった者が事由発生当事者の場合には、次条に

定める金額を支払い、②債務者となった者が相手方の場

合には、解除日の３東京営業日後の日以降現実に支払い

を行った日までについて、日本円の市中金利により算出

される金額を支払います。 

６ 前各項の規定に関わらず、事由発生当事者は、解除され

た全ての個別取引に関し、前各項の規定に基づく計算に

おいて対象とならなかった損害（ヘッジ取引の解消に係

る費用等を含みますがこれらに限りません。）が相手方に

生じた場合には、当該損害を賠償しなければなりません。 
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第 7 条（遅延損害金） 

お客様または当社は、本取引に基づく相手方に対する支払

が、本約款および個別取引に基づく履行期日または双方が

合意した日に行われなかった場合には、当該当事者はかか

る日の翌日（当日を含みます。）から支払に至るまで（当日

を含みます。）の間、かかる金額に当該支払金額の通貨にか

かる「市中金利＋１％」の割合による遅延損害金を加算し

た金額を支払わなければなりません。ただし、当該遅延が、

決済機関等に起因する場合には、この限りではありません。 

第 8 条（相殺） 

お客様または当社が、本取引に基づき他方に対し負担して

いる債務を、その履行期日までに履行しなかった場合（以

下、当該当事者を「債務不履行当事者」といいます。）には、

債務不履行当事者の相手方は、通知・催告を要せずして、

当該債務不履行にかかる債務と、当該相手方が債務不履行

当事者に対し負担する一切の債務（本取引に基づく債務で

あるか否かを問いません。）とを、法定の順序、その期限の

いかんにかかわらず、いつでも対当額につき相殺すること

ができます。なお、本項に基づく相殺は、第５条第２項に

基づくお客様と当社との間の一部または全ての個別取引を

解除する権利を消滅させるものではありません。 

２ 前項の規定は、第５条の規定に基づきお客様と当社との

間の一部または全ての個別取引が解除された場合の、第

６条の規定に基づき計算される債権債務につき準用しま

す。 

第 9 条（占有物の処分および弁済充当） 

お客様が、本約款に基づき当社に対し負担している債務を

履行しなかった場合には、当社は、通知・催告を要せず、

かつ法律上の手続きによらないで、お客様と当社との間の

有価証券取引その他一切の取引に関してお客様のために占

有している動産および有価証券を任意に処分し、当該処分

代金を法定の順序にかかわらず適宜債務の弁済に充当する

ことができ、なお不足のある場合には、ただちにその金額

を請求することができます。なお、本項に基づく占有物の

処分、処分代金の弁済への充当は、第５条第２項に基づく

お客様と当社との間の一部または全ての個別取引を解除す

る権利を消滅させるものではありません。 

２ 前項の規定は、第５条の規定に基づきお客様と当社との

間の一部または全ての個別取引が解除された場合の、第

６条の規定に基づく債権債務につき準用します。 

第 10 条（免責事項） 

当社は、次に挙げる損害については、その責めを負わない

ものとします。 

(1) 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為替

市場の閉鎖等の不可抗力と認められる事由により、売買

の執行、金銭の授受または保管の手続等が遅延もしくは

不能となったことにより生じた損害 

(2) 電信または郵便等の誤謬、遅滞等当社の責に帰すことの

できない事由により生じた損害 



 
 
 

― 68 ― 
 

第 11 条（準拠法および合意管轄） 

本取引は日本法に準拠し、本取引に関する非専属的な裁判

管轄は東京地方裁判所とします。 

第 12 条（約款の変更） 

本約款の変更は、法令等の改正、その他必要が生じたとき

に改定されることがあります。その場合当社は、改定の内

容がお客様の従来の権利を制限し、またはお客様にあらた

な義務を課すことになる場合には、その改定事項をお客様

に通知します。ただし、改定の影響が軽微であると判断さ

れるときは、上記の通知に代えて、当社のホームページ等

または時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する

方法による場合があります。 

２ 前項の通知または掲載があった場合、所定の期日までに

お客様から異議の申し立てがないときは、当社は、お客

様が約款の改定に同意したとみなして取り扱います。 

第 13 条（協議） 

本約款に定めのない事項は、関係する法令・諸規則その他

の市場慣行を参考とし、お客様と当社が互いに誠意をもっ

て協議のうえ、これを決定することとします。 

 

以上 

平成 22 年 1 月 1日改定 
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外国証券償還代金・利金・分配金の 
支払代理受領事務に関しご留意いただく事項 

 

（1）商品説明資料等について 

お客様の投資判断の参考の為に作成致しております、商品

説明資料（外国証券内容説明書を含む）等は、英文で作成

された、もしくは作成される予定である発行目論見書の主

要箇所を、抜粋・要約をしたものであり、対象とする外国

証券の全ての情報が記載されたものではありません。 

なお、外国証券には、ユーロ円債（ユーロ市場で発行され

たデュアル債、リバースデュアル債を含む）も含まれます。 

 

（2）日興コーディアル証券株式会社の役割 

海外保管機関に保管されている外国証券の償還代金・利

金・分配金につきましては、外国証券取引口座約款第 17

条及び証券取引約款第 29 条の規定に従い、当該外国証券の

発行体、または支払代理人から、当社がお客様に代わって

受領し、お客様宛てにお支払い致します。 

 

（3）お客様へのお支払い時期 

すべての外国証券の償還代金・利金・分配金の支払手続き

は海外の保管機関を通じて行われます。 

当社は海外保管機関の当社口座において償還代金・利金・

分配金を代理受領し、公租公課・諸費用を控除の上、お客

様にお支払い致しますが、時差の関係から、原則として、

お客様には、海外支払日（商品説明書及び発行目論見書に

記載の支払日）の翌国内銀行営業日に、お客様にお支払い

致します。 

また、当該海外支払日が、発行目論見書に規定されている

国・都市、もしくは、支払代理人の所在する国・都市の銀

行休業日に当たる場合は、償還代金・利金・分配金の海外

現地支払日は一般には翌銀行営業日になりますので、国内

でのお客様への支払日もそれに準じて変更されます。 

 

（4）外国証券に関する権利の処理等に付随するリスク 

外国証券に関する権利の処理等は、 

①発行目論見書及び対象証券に関する契約書等 

②当社が海外の現地保管機関と締結した代理人契約 

③外国証券取引口座約款及び証券取引約款 

の定めに従って行われますが、一般には、外国証券に関す

る権利の処理等において、以下のような代表的なリスクが

あります。 

 

イ）支払日時の遅延 

 発行体・関係銀行・保管機関等の送金手続きミス等により、

海外支払日に保管機関の当社口座に入金されなかった場合、

お客様へのお支払いが遅延することがあります。また、発

行体・関係銀行・保管機関等の事務処理等のミスにより、 
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